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第IV編 手法編(手法と基礎資料) 

第１章 被害想定手法の概要 
１ 被害想定の実施方針 

（１） 地震動予測 

本調査では、想定地震ごとに様々なケースの地震動等の予測を行い、被害想定を

行った。 

南海トラフ巨大地震については、内閣府（2025a）1が示した「基本ケース」、「陸側

ケース」、「東側ケース」、「西側ケース」の 4 つの強震断層モデルと、これを補完す

るための「経験的手法」及びこれらの震度の最大値の「重ね合わせ」の内、「重ね合

わせ」を除き、本県の人的被害に直結する揺れによる建物全壊棟数が最も多い想定

結果となった「陸側ケース」を用いて被害想定を行った。 

南海トラフ巨大地震以外の地震では、想定断層の両端に破壊開始点を設定した２

ケースの強震断層モデルの内、揺れによる建物全壊棟数が多くなるケースを用いて

被害想定を行った。 

また、活断層が確認されていない地域においても発生しうる地震として、各市町

役場の所在地に震源位置を仮定した 23 の地震による被害想定を行った。 

 

（２） 津波浸水想定 

南海トラフ巨大地震の津波断層モデルは、内閣府（2025b）2が設定している 11 ケ

ースの津波断層モデルの内、広島県沿岸に対して津波の影響が大きいと想定される

ケース１、２、３、４、５、８、１０、１１を検討対象のモデルとして選択した。さ

らに、その中で広島県内において浸水面積が大きくなると想定される次の津波断層

モデルケースを広島県及び市町ごとに選択し、想定対象とした。 

広島県：広島県全体で 30cm 以上浸水深面積が最大となると想定される津波断層

モデル「ケース１」と、広島県全体で人的被害が最大となると想定され

る津波断層モデル「ケース４」を採用した。 

各市町：各市町で 30cm 以上浸水深面積が最大となる津波断層モデルケースと、

各市町にとって人的被害が最大となると想定される津波断層モデルケ

ースを選定した。 
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（30 ㎝以上浸水深が最大となる津波断層モデルケース） 

・広島市、呉市、竹原市、大竹市、東広島市、廿日市市、江田島市、府中町、

海田町、坂町、大崎上島町は、津波断層モデル「ケース 1」を選定。 

・三原市は、津波断層モデル「ケース 2」を選定。 

・尾道市は、津波断層モデル「ケース 5」を選定。 

・福山市は、津波断層モデル「ケース 4」を選定。 

（人的被害が最大となると想定される津波断層モデルケース） 

・広島市は、津波断層モデル「ケース 4」を選定。 

・呉市、府中町は、津波断層モデル「ケース 8」を選定。 

・竹原市、東広島市は、津波断層モデル「ケース 10」を選定。 

・尾道市、大崎上島町は、津波断層モデル「ケース 2」を選定。 

・福山市、坂町は、津波断層モデル「ケース 11」を選定。 

・廿日市市は、津波断層モデル「ケース 3」を選定。 

・海田町は、津波断層モデル「ケース 5」を選定。 

・三原市、大竹市、江田島市は、30 ㎝以上浸水深が最大となる津波断層モデル

ケースと同じケースを選定。 

また、既に明らかとなっている断層等を震源とする地震の内、震源が海域にある

次の 7地震を「瀬戸内海域活断層等による地震」として定義し、想定対象とした。 

・安芸灘～伊予灘～豊後水道 

・讃岐山脈南縁西部 

・石鎚山脈北縁西部～伊予灘 

・安芸灘断層帯 

・広島湾－岩国沖断層帯  

・石鎚山脈北縁 

・讃岐山脈南縁西部～伊予灘 

 

（３） 被害想定 

 ア 被害想定シーン 

（ア）基本シーンの設定 

揺れ、液状化、土砂災害、火災を原因とする建物被害は、全壊棟数、半壊棟数を

250m メッシュ単位で、津波を原因とする場合は 10m メッシュ単位で想定した。 

人的被害は、死傷者数を市町単位で想定した。 

地震火災による建物被害及び人的被害は、被害の様相が異なる特徴的な深夜、昼

12 時、夕方 18 時の 3 ケースで被害想定を行い、被害量が最悪となるケースを把握

した。 
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表Ⅳ.1.1-1 想定シーンと想定される被害の特徴 

想定シーン 想定される被害の特徴 

冬 深夜 

平均：風速 5m/s 

最大：風速 11m/s 

・多くが自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による死者が発生する危険性が高く、ま

た津波からの避難が遅れることにもなる。 

・オフィスや繁華街の滞留者や鉄道・道路の利用者が少ない。 

夏 12 時 

平均：風速 5m/s 

最大：風速 9m/s 

・オフィスや繁華街等に多数の滞留者が集中しており、自宅外で被災する場合が多い。 

・木造建物内滞留人口は、１日の中で最も少ない時間帯であり、老朽木造住宅の倒壊によ

る死者は冬の深夜と比べて少ない。 

・海水浴客をはじめとする観光客が多く沿岸部等にいる。 

冬 18 時 

平均：風速 5m/s 

最大：風速 11m/s 

・住宅、飲食店などで火気使用が最も多い時間帯で、出火件数が最も多くなる。 

・オフィスや繁華街周辺のほか、ターミナル駅にも滞留者が多数存在する。 

・鉄道、道路はほぼ帰宅ラッシュ時に近い状態であり、交通被害による人的被害や交通機

能支障による影響が大きい。 

 

（イ）特異シーンの検討 

  1)目的 

   上記の基本シーンは季節・時間帯ごとの平均的な状況を前提としており、人口

分布は令和２年国勢調査を基準に作成し、被害想定を行っている。 

しかし、令和６年能登半島地震は、元日に発生し、帰省者が多くいたことが指

摘されており、平時に比較して滞在人口が多く、避難者が多く発生するなど多く

の課題が生じたと考えられることから、そのような特異なシーンが認められる場

合にあっては、基本シーンとは別に、平均的な状況とは異なる人口分布を前提と

したシーン（以下「特異シーン」という。）に基づく被害想定を行っておく必要が

ある。 

このことを踏まえ、広島県においても、特異シーンの設定の必要性の有無につ

いて、石川県地震被害想定調査報告書（令和７年５月）において採用されてい

る、ソフトバンク株式会社の人流統計サービス「全国うごき統計」の 2023 年滞留

人口調査のデータ（以下「人流データ」という。）を用いた検討を行った。 

 

  2)人流データの概要 

   「全国うごき統計」 2023 年滞留人口調査 

・携帯電話基地局から取得した位置情報を活用。 

・24 時間 365 日日本全国のデータを収集可能であり、500m メッシュで分析 

可能。 

・位置情報と統計データ補正により全国約 1.2 億人の人口に拡大推計。 

・任意のメッシュ区間もしくはエリア（都道府県／市区町村）単位で集計。 
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  3)検討の概要 

   人流データが国勢調査を大幅に上回るシーンがある場合に、当該シーンを特異

シーンとして設定することした。 

        

  4)県全体における人流データの検証 

まず、月別の人流データと国勢調査の比較を行った。 

結果は図Ⅳ.1.1-1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.1.1-1 広島県における 2023 年の月別の人流データと国勢調査との比較図 

 

広島県全体では年始の 1月、春休みの 3月、大型連休のある 5 月及びお盆休み

期間のある 8月の人流データが多くなっている。特に、8月は最も人流データが

少ない 12月と比較して約 3万人程度多い結果となっている。 

一方で、11 月は休日、平日ともに 1年の中で最も人流データが少ないが、12 月

になると年末年始の帰省などの影響でやや多くなっている。 

広島県全体の人流データとしては、年末年始となる 1月や 12 月よりも、お盆休

み期間の 8月の人口が通常時と比較して多くなる傾向にあると言える。しかし、

国勢調査人口と比較した場合、いずれも人流データの方が下回っていることがわ

かる。 

次に、月別の人流データが多くなる 8月を対象に、日別の人流データと国勢調

査との比較を行った。 

結果として、2023 年 8月の人流データにおいては、8月 15 日が最大となった

が、その人数は 2,749,614 人であり、国勢調査による人口分布の 2,804,281 人を

下回った。  
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5)結論 

   人流データが国勢調査を大幅に上回るシーンはなかったため、本調査における

特異シーンの設定は不要であると言える。 

   ただし、特定の場所・時期においては、人流データが国勢調査を上回ることも

確認されたことから、個別の場所・時期における地震防災対策の検討にあたって

は、それぞれの場所・時期の実態を踏まえて行う必要がある。 

 

 イ 津波に係る被害想定条件 

1)構造物（護岸、堤防、防波堤、水門等）の取扱 

震度６弱以上の地域では、堤防に亀裂が発生したり、水門の機能支障が発生した

りするなど、海岸構造物が十分に機能しない場合が考えられる（阪神・淡路大震災

では、震度６強以上の地域で約半数、震度６弱の地域で約 1/3 の水門に機能支障が

生じた）。 

そこで、震度６強以上の範囲では 1/2、震度６弱の範囲では 1/3 の割合で堤防や

水門等の構造物の機能支障が発生すると仮定し、被害想定を行った。 

 

2)津波に対する避難行動 

津波に対する避難行動の違いは、地域住民の意識によって変化する。 

本調査の想定では、内閣府（2025a）1が示した東日本大震災や日本海中部地震等

の過去の災害事例を参考とした 4つの避難パターンの内、本県の過去の津波災害事

例の少なさなどを考慮し、早期避難者率が低い場合（地震発生後すぐに避難する者

の割合を 20%、避難するが、すぐには避難しない者の割合を 50%、切迫避難※あるい

は避難しない者の割合 30%）と設定し、被害想定を行った。 

また、津波避難ビルが浸水域内に設定されているところでは、津波避難ビルによ

る人的被害軽減効果を考慮して被害想定を行った。 

 

※ 切迫避難：揺れがおさまった後、すぐには避難せず、なんらかの行動をしている最中に津波

が迫って来てからとる避難行動 
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第２章 地震動等の予測 
１ 地震動 

想定地震の規模、震源からの距離、地盤条件等を基に、250m メッシュごとの震度分布

を次の手順で想定した。 

 

（１） 地震動予測の概要 

震源から射出された地震波は、地殻を伝播していわゆる地震基盤に到達し、地表近

くにおける地盤での増幅現象によって変形され、地表において地震動として観測され

る。地震動を予測するにあたっては、それらの特性の組み合わせを次のように表現す

ることができる。 

 

地表地震動 ＝ 震源の特性×伝播経路の特性×地盤の応答特性 

 

地震動の大小を左右する震源の特性としては、マグニチュードに代表される地震規

模と震源の位置（範囲、深さ）がまず挙げられる。また、近年の地震研究により、震

源断層の破壊過程（破壊方向や破壊速度など）が空間的な地震動分布に与える影響や、

震源断層の中でも強震動生成域と呼ばれる領域が存在し、特に震源近傍において著し

く強い地震動を発生させる現象などが解明されており、それらの特性を考慮する予測

手法が研究されている。 

また、震源から各地までの地中における地震動の伝達経路が、一様な岩盤であると

見なせば、距離に応じた減衰を考慮することにより伝播特性を把握できるが、最近の

研究によって日本の深部地盤構造が明らかになりつつあり、異常震域などの地質的地

域特性を評価することも可能になってきている。 

さらに、平野部や山間低地などに代表される軟弱な地盤における地震動の増幅程度

が、地域の揺れに大きく影響するため、各地の地盤特性を詳細に把握した上で、応答

特性を評価することが重要である。 

本調査では、これらの特性を考慮できるように、地震動の予測を次の手順で行った。 

 

 ア 断層モデルの設定 

国の研究等に基づき、地震規模、破壊過程、強震動生成域などに関する断層パラ

メータを設定した。 

 イ 地盤モデルの設定 

県内の浅部地盤（地表から深部地盤表面（Vs600m/s 程度）までの地盤）モデルを、

前回調査時に設定された浅部地盤モデルに大規模盛土造成地等のモデルを追加した

242 タイプの地盤モデルとして設定した。また、工学的基盤面より深い深部地盤につ

いても、国の研究成果に基づき深部地盤モデルを設定した。  
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 ウ 地震基盤の地震動予測 

震源断層の破壊過程や強震動生成域等を考慮してグリーン関数を用いた計算手法

により、地震基盤の地震動予測を行った。 

 エ 地表面の地震動予測 

県内の深部地盤及び浅部地盤を設定し、地盤の応答特性を考慮した計算手法によ

り地表面の地震動を予測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-1 地震動予測の概念 

 

なお、南海トラフ巨大地震については、内閣府（2025a）1の提供データにおいて、

地表面の地震動及び浅部地盤の増幅係数が示されているため、これらを参考として、

広島県の地盤特性を加味した震度予測を行った。 

ア 断層モデルの設定 

ウ 地震基盤の地震動予測 

イ 地盤モデルの設定 

エ 地表面の地震動予測 

深部地盤 

浅部地盤 

地震基盤 

工学的基盤面 
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深部地盤表面 

の地震動 

グリーン関数 
を用いた解析 

深部地盤モデル 

地盤応答解析 
（線形法） 

地表震度算定 

地表最大加速度算定 

SI 値算定 

（250m メッシュ） （1ｋm メッシュ） 

浅部地盤モデル 断層モデル 

（1km メッシュ） 

（1km メッシュ） 

（250m メッシュ） 

（250m ﾒｯｼｭ） 

地表加速度波形 

地表震度・地表最大加速度・SI 値 

地震基盤上面 

の地震動 

地盤応答解析 

(等価線形法) 

図Ⅳ.2.1-2(1) 地震動予測の流れ（南海トラフ巨大地震以外の想定地震） 

（250m ﾒｯｼｭ） 

（250m ﾒｯｼｭ） （地盤モデルごと） 

（250m ﾒｯｼｭ） 

内閣府想定結果 

震度データ 
浅部地盤モデル 

増幅係数による計算 

深部地盤表面 

の震度 
地表震度-深部地盤表面の震度関係式 

地表震度・地表最大加速度・SI 値 

内閣府想定結果 

地表－深部地盤表面間

の震度増幅係数 

（250m ﾒｯｼｭ） 

地盤応答解析 

（等価線形法） 

震度－地表最大加速度換算式 

震度－SI 値換算式 

図Ⅳ.2.1-2(2) 地震動予測の流れ（南海トラフ巨大地震） 
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（２） 強震断層モデルの設定 

 ア 南海トラフ巨大地震 

南海トラフ巨大地震については、内閣府（2025a）1が示した「基本ケース」、「陸側

ケース」、「東側ケース」、「西側ケース」の 4 つの強震断層モデルと、これを補完す

るための「経験的手法」及びこれらの震度の最大値の「重ね合わせ」の地震動の想定

を行った。 

 

① 基本ケース：内閣府（2003）3による東海地震、東南海・南海地震の検討結果を

参考に設定したもの（図Ⅳ.2.1-3(1)） 

② 東側ケース：基本ケースの強震動生成域を、やや東側（トラフ軸から見て、ト

ラフ軸に概ね平行に右側）の場所に設定したもの（図Ⅳ.2.1-3 (2)） 

③ 西側ケース：基本ケースの強震動生成域を、やや西側（トラフ軸から見て、ト

ラフ軸に概ね平行に左側）の場所に設定したもの（図Ⅳ.2.1-3 (3)） 

④ 陸側ケース：基本ケースの強震動生成域を、可能性がある範囲で最も陸域側（プ

レート境界面の深い側）の場所に設定したもの（図Ⅳ.2.1-3 (4)） 

⑤ 経験的手法：震源からの距離にしたがい地震の揺れの強さがどの程度減衰する

かを示す経験的な式を用いて震度を簡便に推定する手法 

⑥ 重ね合わせ：強震波形計算による４ケース（上記①～④）の震度と、経験的手

法による（上記⑤）震度の各地点における最大値 

 

設定する 4 ケース（①～④）の震源位置を図Ⅳ.2.1-3 に、断層パラメータを表

Ⅳ.2.1-1 に示す。 
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図Ⅳ.2.1-3(1) 強震動生成域の設定（基本ケース） 図Ⅳ.2.1-3(3) 強震動生成域の設定（西側ケース） 

図Ⅳ.2.1-3(4) 強震動生成域の設定（陸側ケース） 図Ⅳ.2.1-3(2) 強震動生成域の設定（東側ケース） 
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表Ⅳ.2.1-1(1) 強震断層モデルのパラメータ一覧         表Ⅳ.2.1-1 (2) 強震断層モデルのパラメータ一覧 

  （基本ケース） 1                        （東側ケース） 1 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積(km2)

平均応力降下量(MPa)

平均すべり量(m)

地震モーメント(Nm)

Mｗ

セグメント名 日向灘域 南海域 東海域 駿河湾域

面積(km2) 19,053 53,790 29,419 7,888

平均応力降下量(MPa) 4 4 4 4

平均すべり量(m) 5.5 9.3 6.9 3.6

地震モーメント(Nm) 4.3E+21 2.0E+22 8.3E+21 1.2E+21

Mw 8.4 8.8 8.5 8.0

面積(km2) 2,037 6,118 3,659 879

面積比 11% 11% 12% 11%

平均すべり量(m) 11.1 18.6 13.7 7.1

地震モーメント(Nm) 9.233E+20 4.7E+21 2.1E+21 2.6E+20

Mw 7.9 8.4 8.1 7.5

面積(km2) 1,014 1,958 913 448

応力パラメータ　(MPa) 34.6 46.4 45.4 33.9

平均すべり量(m) 11.0 20.5 13.7 7.2

地震モーメント(Nm) 4.6E+20 1.6E+21 5.1E+20 1.3E+20

Mw 7.7 8.1 7.7 7.3

面積(km2) 1,023 1,616 915 431

応力パラメータ(MPa) 34.6 46.4 45.4 33.9

平均すべり量(m) 11.1 18.7 13.7 7.0

地震モーメント(Nm) 4.6E+20 1.2E+21 5.2E+20 1.2E+20

Mw 7.7 8.0 7.7 7.3

面積(km2) 1,612 913

応力パラメータ　(MPa) 46.4 45.4

平均すべり量(m) 18.6 13.7

地震モーメント(Nm) 1.2E+21 5.1E+20

Mw 8.0 7.7

面積(km2) 932 918

応力パラメータ　(MPa) 46.4 45.4

平均すべり量(m) 14.2 13.8

地震モーメント(Nm) 5.4E+20 5.2E+20

Mw 7.8 7.7

面積(km2) 17,016 47,672 25,760 7,009

応力パラメータ　(MPa) 3.7 3.7 3.7 3.7

平均すべり量(m) 4.9 8.1 5.9 3.1

地震モーメント(Nm) 3.4E+21 1.6E+22 6.2E+21 8.9E+20

Mw 8.3 8.7 8.5 7.9

破壊伝播速度(km/s) 2.7 2.7 2.7 2.7

fmax(Hz) 6Hz 6Hz 6Hz 6Hz

剛性率(Nm2) 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10

強震動
生成域

SMGA④

背景領域

そのほか

全体

110,150

3.4E+22

9.0

7.6

2.3

各セグメント

強震動
生成域
SMGA

強震動
生成域

SMGA①

強震動
生成域

SMGA②

強震動
生成域

SMGA③

面積(km2)

応力パラメータ　(MPa)

平均すべり量(m)

地震モーメント(Nm)

Mｗ

セグメント名 日向灘域 南海域 東海域 駿河湾域

面積(km2) 19,053 53,790 29,419 7,888

平均応力降下量(MPa) 4 4 4 4

平均すべり量(m) 5.5 9.3 6.9 3.6

地震モーメント(Nm) 4.3E+21 2.0E+22 8.3E+21 1.2E+21

Mw 8.4 8.8 8.5 8.0

面積(km2) 2,047 6,109 3,661 853

面積比 11% 11% 12% 11%

平均すべり量(m) 11.1 18.6 13.7 7.1

地震モーメント(Nm) 9.3E+20 4.7E+21 2.1E+21 2.5E+20

Mw 7.9 8.4 8.1 7.5

面積(km2) 1,018 1,953 910 438

応力パラメータ　(MPa) 34.5 46.4 45.4 34.4

平均すべり量(m) 11.0 20.5 13.7 7.2

地震モーメント(Nm) 4.6E+20 1.6E+21 5.1E+20 1.3E+20

Mw 7.7 8.1 7.7 7.3

面積(km2) 1,029 1,615 914 415

応力パラメータ(MPa) 34.5 46.4 45.4 34.4

平均すべり量(m) 11.1 18.7 13.7 7.0

地震モーメント(Nm) 4.7E+20 1.2E+21 5.1E+20 1.2E+20

Mw 7.7 8.0 7.7 7.3

面積(km2) 1,612 913

応力パラメータ　(MPa) 46.4 45.4

平均すべり量(m) 18.7 13.7

地震モーメント(Nm) 1.2E+21 5.1E+20

Mw 8.0 7.7

面積(km2) 929 924

応力パラメータ　(MPa) 46.4 45.4

平均すべり量(m) 14.2 13.8

地震モーメント(Nm) 5.4E+20 5.2E+20

Mw 7.8 7.7

面積(km2) 17,006 47,681 25,758 7,035

応力パラメータ　(MPa) 3.7 3.7 3.7 3.7

平均すべり量(m) 4.9 8.1 5.9 3.1

地震モーメント(Nm) 3.4E+21 1.6E+22 6.2E+21 9.0E+20

Mw 8.3 8.7 8.5 7.9

破壊伝播速度(km/s) 2.7 2.7 2.7 2.7

fmax(Hz) 6Hz 6Hz 6Hz 6Hz

剛性率(Nm2) 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10

背景領域

そのほか

各セグメント

7.6全体

110,150

3.4E+22

9.0

2.3

強震動
生成域
SMGA

強震動
生成域

SMGA①

強震動
生成域

SMGA②

強震動
生成域

SMGA③

強震動
生成域

SMGA④
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表Ⅳ.2.1-1 (3) 強震断層モデルのパラメータ一覧        表Ⅳ.2.1-1 (4) 強震断層モデルのパラメータ一覧 

     （西側ケース） 1                       （陸側ケース） 1 

 面積(km2)

応力パラメータ　(MPa)

平均すべり量(m)

地震モーメント(Nm)

Mｗ

セグメント名 日向灘域 南海域 東海域 駿河湾域

面積(km2) 19,053 53,790 29,419 7,888

平均応力降下量(MPa) 4 4 4 4

地震モーメント(Nm) 4.3E+21 2.0E+22 8.3E+21 1.2E+21

Mw 8.4 8.8 8.5 8.0

平均すべり量(m) 5.5 9.3 6.9 3.6

面積(km2) 2,048 6,098 3,672 840

面積比 11% 11% 12% 11%

平均すべり量(m) 11.1 18.6 13.7 7.1

地震モーメント(Nm) 9.283E+20 4.6E+21 2.1E+21 2.4E+20

Mw 7.9 8.4 8.1 7.5

面積(km2) 1,019 1,943 910 428

応力パラメータ　(MPa) 34.5 46.5 45.3 34.7

平均すべり量(m) 11.0 20.5 13.7 7.2

地震モーメント(Nm) 4.6E+20 1.6E+21 5.1E+20 1.3E+20

Mw 7.7 8.1 7.7 7.3

面積(km2) 1,029 1,614 918 412

応力パラメータ(MPa) 34.5 46.5 45.3 34.7

平均すべり量(m) 11.1 18.7 13.7 7.0

地震モーメント(Nm) 4.7E+20 1.2E+21 5.2E+20 1.2E+20

Mw 7.7 8.0 7.7 7.3

面積(km2) 1,612 915

応力パラメータ　(MPa) 46.5 45.3

平均すべり量(m) 18.7 13.7

地震モーメント(Nm) 1.2E+21 5.1E+20

Mw 8.0 7.7

面積(km2) 929 929

応力パラメータ　(MPa) 46.5 45.3

平均すべり量(m) 14.2 13.8

地震モーメント(Nm) 5.4E+20 5.3E+20

Mw 7.8 7.7

面積(km2) 17,005 47,692 25,747 7,048

応力パラメータ　(MPa) 3.7 3.7 3.7 3.7

平均すべり量(m) 4.9 8.1 5.9 3.1

地震モーメント(Nm) 3.4E+21 1.6E+22 6.2E+21 9.1E+20

Mw 8.3 8.7 8.5 7.9

破壊伝播速度(km/s) 2.7 2.7 2.7 2.7

fmax(Hz) 6Hz 6Hz 6Hz 6Hz

剛性率(Nm2) 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10

強震動
生成域

SMGA④

背景領域

そのほか

各セグメント

強震動
生成域
SMGA

強震動
生成域

SMGA①

強震動
生成域

SMGA②

強震動
生成域

SMGA③

全体

110,150

3.4E+22

9.0

7.6

2.3

面積(km2)

平均応力降下量(MPa)

平均すべり量(m)

地震モーメント(Nm)

Mｗ

セグメント名 日向灘域 南海域 東海域 駿河湾域

面積(km2) 19,053 53,790 29,419 7,888

平均応力降下量(MPa) 4 4 4 4

平均すべり量(m) 5.5 9.3 6.9 3.6

地震モーメント(Nm) 4.3E+21 2.0E+22 8.3E+21 1.2E+21

Mw 8.4 8.8 8.5 8.0

面積(km2) 2,112 6,130 3,714 836

面積比 11% 11% 13% 11%

平均すべり量(m) 11.1 18.6 13.7 7.1

地震モーメント(Nm) 9.573E+20 4.7E+21 2.1E+21 2.4E+20

Mw 7.9 8.4 8.1 7.5

応力パラメータ 24.0 23.7 22.5 24.6

面積(km2) 1,028 1,960 922 419

応力パラメータ　(MPa) 34.0 46.3 45.0 34.8

平均すべり量(m) 10.9 20.5 13.7 7.1

地震モーメント(Nm) 4.6E+20 1.7E+21 5.2E+20 1.2E+20

Mw 7.7 8.1 7.7 7.3

面積(km2) 1,084 1,624 914 417

応力パラメータ(MPa) 34.0 46.3 45.0 34.8

平均すべり量(m) 11.2 18.7 13.6 7.1

地震モーメント(Nm) 5.0E+20 1.2E+21 5.1E+20 1.2E+20

Mw 7.7 8.0 7.7 7.3

面積(km2) 1,614 936

応力パラメータ　(MPa) 46.3 45.0

平均すべり量(m) 18.6 13.8

地震モーメント(Nm) 1.2E+21 5.3E+20

Mw 8.0 7.7

面積(km2) 932 942

応力パラメータ　(MPa) 46.3 45.0

平均すべり量(m) 14.2 13.8

地震モーメント(Nm) 5.4E+20 5.3E+20

Mw 7.8 7.8

面積(km2) 16,941 47,660 25,705 7,052

応力パラメータ　(MPa) 3.7 3.7 3.7 3.7

平均すべり量(m) 4.8 8.1 5.9 3.1

地震モーメント(Nm) 3.4E+21 1.6E+22 6.2E+21 9.1E+20

Mw 8.3 8.7 8.5 7.9

破壊伝播速度(km/s) 2.7 2.7 2.7 2.7

fmax(Hz) 6 6 6 6

剛性率(Nm2) 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10 4.1E+10

背景領域

そのほか

各セグメント

強震動
生成域
SMGA

強震動
生成域

SMGA①

強震動
生成域

SMGA②

強震動
生成域

SMGA③

強震動
生成域

SMGA④

全体

110,150

3.4E+22

9.0

7.6

2.3
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 イ 既に明らかとなっている断層等を震源とする地震 

既に明らかとなっている断層等を震源とする地震については、既往の調査、研究

結果を踏まえて断層パラメータを設定した。 

震源断層の基本的な諸元は、地震調査研究推進本部（2016a）4、（2016b）5、（2016c）
6、（2016d）7、（2017）8、（2022）9による長期評価（以下、「長期評価」という。）、地

震調査研究推進本部（2020）10による全国地震動予測地図 2020 年版（以下、「全国地

震動予測地図」という。）に示される値を参考に設定した。また、各種の断層パラメ

ータについては、地震調査研究推進本部（2020）10による震源断層を特定した地震の

強震動予測手法（以下、「レシピ」という。）や、松田（1975）11、筧（2003）12、Fujii 

and Matsuura（2000）13などを参考に設定した。 

断層パラメータのうち、強震動生成域(アスペリティ)及び破壊開始点は、震源と

なる断層範囲の内、強い地震動を発する領域及び破壊が始まる点を意味する。これ

らの位置は観測点における地震動の大きさに及ぼす影響が大きいが、活断層等にお

いてこれらの位置を予め推測できる情報があることは稀である。このため、ここで

は全国地震動予測地図で示された複数のケースのうち、震度 5 弱以上の曝露人口が

最大となるケースの配置を採用した。 

また、震源断層の破壊する方向に向けて強い揺れを呈することが知られており、

断層の破壊開始点の位置及び破壊方向によって地震動の空間的分布が異なることに

なる。ここでは、広域的な影響に配慮するため、破壊開始点及び破壊方向を２種類

設定することとした。 

 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震は、全国地震動予測地図において震源パラメー

タが表示されておらず、筧（2003）12等を参考として、次のパラメータを設定した。 

 

断層モデル長さ Lmodel 及び断層モデル幅 Wmodel： 

全国地震動予測地図において、想定規模 M7.4 相当の地震として、断層モデル

長さ、断層モデル幅が 40km×40km が示されているため、当該設定を準用した。 

破壊開始点及び上端の深さ： 

筧（2003）12による芸予地震の破壊開始点の深度（46km）及び傾斜角 55°、幅

40km から上端深さを 30km とした。 

地震モーメント Mo： 

プレート内の地震に適した佐藤（1989）14の式を用いて、地震モーメントを算

定した。 
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佐藤（1989）14の式 LogMo = 1.5 M +9.2 

日向灘及び南西諸島海溝周辺（安芸灘～伊予灘～豊後水道）の地震で採用 

武村（1990）15の式 logMo = 1.17 M + 10.72 

地殻内の地震で採用（レシピによる式） 

 

設定した想定地震の断層パラメータを表Ⅳ.2.1-2 に示した。また、図Ⅳ.2.1-4 に

震源断層における強震動生成域や破壊開始点の配置状況を示した。 
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表Ⅳ.2.1-2(1) 断層パラメータ:安芸灘～伊予灘～豊後水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北から破壊           南から破壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-4(1) 断層モデル：安芸灘～伊予灘～豊後水道  

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

➀ 
➁ 

★ 

➀ 
➁ 

★ 

設定方法

34.7 km

7.4 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

30 km

2.00E+20 Nm logM0=1.5M+9.2

震源断層の面積S 1999 km
2 S=1.0×10^(-17)×M0

7.5 Mw=(logM0-9.1)/1.5

55 ° 全国地震動予測地図による西下がり55°を採用

180 ° 全国地震動予測地図による南北走行を採用

断層モデル上端深さDtop 30 km
筧（2003）による破壊開始点深さ約46kmから傾斜角δ及び断層モデ
ル幅Wから算定　上端深さ≒46-cos55°×40/2

40 km 断層モデルメッシュサイズ

40 km 断層モデルメッシュサイズ

1600 km2 Smodel=Lmodel×Wmodel

22.6 km R=(Smodel/π)0.5

7.6 MPa Δσ=(7/16)M0/R
3

2700 kg/m
3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m2 J-SHISデータ規約集p.69

4.0 m D=M0/(μSmodel)

3.10E+19 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

2 地震規模より

面積Sa 352.0 km2 Sa=0.22×Smodel

等価半径r 10.6 km r=(Sa/π)
0.5

すべり量Da 8.0 m Da=2D

実効応力σa 50.6 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 8.78E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 234.7 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 8.6 km ra1=(Sa1/π)
0.5

すべり量Da1 0.8 m Da1=ra1/r

実効応力σa1 50.6 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 6.49E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 224.0 km
2 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 117.3 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 6.1 km ra2=(Sa2/π)0.5

すべり量Da2 0.6 m Da2=ra2/r

実効応力σa2 50.6 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 2.54E+19 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 120.0 km2 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 1248.0 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 2.9 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 7.1 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 1.12E+20 Nm M0b=M0-M0a

計算用面積 1256.0 km
2 断層モデルメッシュサイズ

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

背
景
領
域

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

すべり角γ

短周期レベルA

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ
断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(2) 断層パラメータ:中央構造線断層帯（讃岐山脈南縁西部区間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-4(2) 断層モデル：中央構造線断層帯（讃岐山脈南縁西部区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

➀ 
➁ ➁ 

➀ 

★

東から破壊 

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

➀ 
➁ ➁ 

➀ 

★

西から破壊 

設定方法

82 km

8.0 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

4 km
15 km

1.28E+20 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 1516 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

7.3 Mw=(logM0-9.1)/1.5

255.8 °

40 °

180 ° 右横ずれ

34.1255 °N

134.0908 °E

断層モデル上端深さDtop 4 km

84 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

1512 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

21.9 km R=(Smodel/π)0.5

5.3 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m
3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m2 J-SHISデータ規約集p.69

2.71 m D=M0/(μSmodel)

2.67E+19 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

4 地震規模より

面積Sa 605.0 km2 Sa=πr^2

等価半径r 13.9 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 5.42 m Da=2D

実効応力σa 13.2 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 1.02E+20 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 201.7 km
2 Sa1=(1/3)Sa

等価半径r1 8.0 km ra1=(Sa1/π)
0.5

すべり量Da1 6.01 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 13.2 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 3.78E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 14×14 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 100.8 km2 Sa2=(1/6)Sa

等価半径r2 5.7 km ra2=(Sa2/π)0.5

すべり量Da2 4.25 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 13.2 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 1.34E+19 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 10×10 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 907.0 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.90 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 1.6 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 2.56E+19 Nm M0b=M0-M0a

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ
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表Ⅳ.2.1-2(3) 断層パラメータ：中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁区間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東から破壊 
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図Ⅳ.2.1-4(3) 断層モデル：中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ ★ 

★ 

設定方法

29 km

7.3 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
15 km

1.69E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 550 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.8 Mw=(logM0-9.1)/1.5

253.9 °

40 °

180 ° 右横ずれ

33.9816 °N

133.4120 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

30 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

540 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

13.1 km R=(Smodel/π)
0.5

3.3 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

1.00 m D=M0/(μSmodel)

1.36E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

1 地震規模より

面積Sa 113.6 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 6.0 km r=(7πM0β2)/(4AR)
すべり量Da 2.00 m Da=2D

実効応力σa 15.6 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 7.09E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 113.6 km2 Sa1=Sa

等価半径r1 6.0 km ra1=r

すべり量Da1 2.00 m Da1=Da

実効応力σa1 15.6 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 7.09E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 14×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 426.4 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.73 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.5 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 9.76E+18 Nm M0b=M0-M0a

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ
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表Ⅳ.2.1-2(4) 断層パラメータ：中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁西部区間） 
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図Ⅳ.2.1-4(4) 断層モデル：中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁西部区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

★

➀ ➁ 

★

➀ ➁ 

設定方法

41 km

7.5 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
15 km

3.31E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 771 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.9 Mw=(logM0-9.1)/1.5

248.7 °

40 °

180 ° 右横ずれ

33.9276 °N

133.2345 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

42 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

756 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

15.5 km R=(Smodel/π)
0.5

3.9 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

1.40 m D=M0/(μSmodel)

1.70E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

2 地震規模より

面積Sa 199.6 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 8.0 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 2.81 m Da=2D

実効応力σa 14.7 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 1.75E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 133.0 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 4.6 km ra1=(Sa1/π)0.5

すべり量Da1 3.11 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 14.7 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 1.29E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 14×10 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 66.5 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 3.3 km ra2=(Sa2/π)
0.5

すべり量Da2 2.20 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 14.7 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 4.57E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 8×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 556.4 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.90 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.7 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 1.56E+19 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(5) 断層パラメータ：中央構造線断層帯（伊予灘区間） 
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図Ⅳ.2.1-4(5) 断層モデル：中央構造線断層帯（伊予灘区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

➀ ➁ 

★ 

➁ ➀ 

★

➀ ➁ ➁ ➀ 

設定方法

88 km

8.1 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

4 km
15 km

1.47E+20 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 1625 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

7.4 Mw=(logM0-9.1)/1.5

240.7 °

90 °

180 ° 右横ずれ

33.7792 °N

132.8046 °E

断層モデル上端深さDtop 4 km

92 km 断層モデルメッシュサイズ

12 km 断層モデルメッシュサイズ

1104 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

18.7 km R=(Smodel/π)
0.5

3.1 MPa

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

4.26 m D=M0/(μSmodel)

2.80E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

4 地震規模より

面積Sa 242.9 km
2 Sa=0.22×Smodel

等価半径r 17.8 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 8.52 m Da=2D

実効応力σa 14.1 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 6.46E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 81.0 km
2 Sa1=(1/3)Sa

等価半径r1 5.1 km ra1=(Sa1/π)0.5

すべり量Da1 9.44 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 14.1 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 2.39E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 10×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 40.5 km2 Sa2=(1/6)Sa

等価半径r2 3.6 km ra2=(Sa2/π)
0.5

すべり量Da2 6.68 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 14.1 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 8.44E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 6×6 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 861.1 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 3.06 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 3.4 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 8.22E+19 Nm M0b=M0-M0a

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ
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表Ⅳ.2.1-2(6) 断層パラメータ：岩国－五日市断層帯（己斐断層区間） 
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図Ⅳ.2.1-4(6) 断層モデル：岩国－五日市断層帯（己斐断層区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

★ ★ 

設定方法

23 km

7.1 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

1.07E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 439 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.6 Mw=(logM0-9.1)/1.5

219.4 °

90 °

180 ° 右横ずれ

34.4930 °N

132.5070 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

24 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

432 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

11.7 km R=(Smodel/π)
0.5

2.9 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

0.80 m D=M0/(μSmodel)

1.17E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

1 地震規模より

面積Sa 77.7 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 5.0 km r=(7πM0β2)/(4AR)
すべり量Da 1.6 m Da=2D

実効応力σa 16.2 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 3.86E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 77.7 km2 Sa1=Sa

等価半径r1 5.0 km ra1=r

すべり量Da1 1.6 m Da1=Da

実効応力σa1 16.2 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 3.86E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 10×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 354.3 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.6 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.8 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 6.87E+18 Nm M0b=M0-M0a

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ
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表Ⅳ.2.1-2(7) 断層パラメータ：岩国－五日市断層帯（五日市断層区間） 
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図Ⅳ.2.1-4(7) 断層モデル：岩国－五日市断層帯（五日市断層区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図  

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

★ ★ 

設定方法

27 km

7.2 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

1.47E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 513 km
2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.7 Mw=(logM0-9.1)/1.5

206.8 °

70 °

180 ° 右横ずれ

34.5060 °N

132.4090 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

28 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

504 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

12.7 km R=(Smodel/π)
0.5

3.2 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

0.9 m D=M0/(μSmodel)

1.30E+19 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

1 地震規模より

面積Sa 101.0 km2 Sa=πr^2

等価半径r 5.7 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 1.9 m Da=2D

実効応力σa 15.7 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 5.88E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 101.0 km
2 Sa1=Sa

等価半径r1 5.7 km ra1=r

すべり量Da1 1.9 m Da1=Da

実効応力σa1 15.7 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 5.88E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 12×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 403.0 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.70 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.6 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 8.78E+18 Nm M0b=M0-M0a

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ
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表Ⅳ.2.1-2(8) 断層パラメータ：岩国－五日市断層帯（岩国断層区間） 
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図Ⅳ.2.1-4(8) 断層モデル：岩国－五日市断層帯（岩国断層区間） 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

➀ 

★ 

➁ 

➀ 

★ 

➁ 

設定方法

46 km

7.6 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

4.14E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 863 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

7.0 Mw=(logM0-9.1)/1.5

236.3 °

70 °

180 ° 右横ずれ

34.282 °N

132.277 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

48 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

864 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

16.6 km R=(Smodel/π)0.5

4.0 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m
3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m2 J-SHISデータ規約集p.69

1.5 m D=M0/(μSmodel)

1.83E+19 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

2 地震規模より

面積Sa 235.5 km2 Sa=πr^2

等価半径r 8.7 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 3.1 m Da=2D

実効応力σa 14.6 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 2.26E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 157.0 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 7.1 km ra1=(Sa1/π)
0.5

すべり量Da1 3.4 m Da1=Da(ra1/r)/((ra1/r)3+(ra2/r)3)
実効応力σa1 14.6 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 1.67E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 16×10 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 78.5 km2 Sa2=(1/6)Sa

等価半径r2 5.0 km ra2=(Sa2/π)0.5

すべり量Da2 2.4 m Da2=Da(ra2/r)/((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
)

実効応力σa2 14.6 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 5.90E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 10×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 628.5 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 1.0 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.9 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 1.88E+19 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(9) 断層パラメータ：安芸灘断層帯 
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図Ⅳ.2.1-4(9) 断層モデル：安芸灘断層帯 

※鉛直面への投影図及び側面図

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

★ ★ 

➁ ➁ ➀ ➀ 

設定方法

26 km

7.2 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

1.36E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 495 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.7 Mw=(logM0-9.1)/1.5

230.4 °

70 °

180 ° 右横ずれ

34.1300 °N

132.4220 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

28 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

504 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

12.7 km R=(Smodel/π)
0.5

2.9 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

0.9 m D=M0/(μSmodel)

1.27E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

2 地震規模より

面積Sa 91.6 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 5.4 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 1.7 m Da=2D

実効応力σa 16.1 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 4.95E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 61.1 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 3.1 km ra1=(Sa1/π)0.5

すべり量Da1 1.9 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 16.1 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 3.66E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 10×6 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 30.5 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 2.2 km ra2=(Sa2/π)
0.5

すべり量Da2 1.4 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 16.1 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 1.29E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 6×6 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 412.4 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.7 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.5 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 8.67E+18 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(10) 断層パラメータ：広島湾－岩国沖断層帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北から破壊 

 

 

 

 

南から破壊 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-4(10) 断層モデル：広島湾－岩国沖断層帯 

※鉛直面への投影図及び側面図  

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 
★ 

★ 

➁ 

➁ 
➀ 

➀ 

設定方法

38 km

7.5 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

2.85E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 716 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.9 Mw=(logM0-9.1)/1.5

207.0 °

70 °

180 ° 右横ずれ

34.3470 °N

132.3660 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

40 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

720 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

15.1 km R=(Smodel/π)0.5

3.6 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m
3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m2 J-SHISデータ規約集p.69

1.3 m D=M0/(μSmodel)

1.62E+19 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

2 地震規模より

面積Sa 172.0 km2 Sa=πr^2

等価半径r 7.4 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 2.5 m Da=2D

実効応力σa 15.1 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 1.36E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 114.7 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 4.3 km ra1=(Sa1/π)
0.5

すべり量Da1 2.8 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 15.1 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 1.01E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 14×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 57.3 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 3.0 km ra2=(Sa2/π)0.5

すべり量Da2 2.0 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 15.1 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 3.56E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 10×6 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 548.0 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.9 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.8 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 1.49E+19 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(11) 断層パラメータ：長者ヶ原－芳井断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東から破壊            西から破壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-4(11) 断層モデル：長者ヶ原－芳井断層 

※鉛直面への投影図及び側面図  

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 

★ ★ 

➀ 
➁ ➁ 

➀ 

設定方法

30 km

7.3 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

1.80E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 569 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

6.8 Mw=(logM0-9.1)/1.5

225.1 °

90 °

180 ° 横ずれ

34.6700 °N

133.4870 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

32 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

576 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

13.5 km R=(Smodel/π)
0.5

3.2 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

1.0 m D=M0/(μSmodel)

1.39E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

2 地震規模より

面積Sa 116.3 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 6.1 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 2.0 m Da=2D

実効応力σa 15.7 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 7.27E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 77.5 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 3.5 km ra1=(Sa1/π)0.5

すべり量Da1 2.2 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 15.7 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 5.37E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 10×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 38.8 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 2.5 km ra2=(Sa2/π)
0.5

すべり量Da2 1.6 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 15.7 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 1.90E+18 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 6×6 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 459.7 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.7 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.6 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 1.07E+19 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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表Ⅳ.2.1-2(12) 断層パラメータ：筒賀断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東から破壊 

 

 

 

 

西から破壊 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-4(12) 断層モデル：筒賀断層 

※鉛直面への投影図及び側面図 

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ ★ 

★ 

➀ 
➁ 

➀ 
➁ 

設定方法

58 km

7.8 松田(1975)の式 M=(logL+2.9)/0.6

2 km
20 km

6.51E+19 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 1082 km2 S=4.24×10^(-11)×(M0×10^7)^(1/2)

7.1 Mw=(logM0-9.1)/1.5

228.4 °

90 °

180 ° 右横ずれ

34.7630 °N

132.5090 °E

断層モデル上端深さDtop 2 km

60 km 断層モデルメッシュサイズ

18 km 断層モデルメッシュサイズ

1080 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

18.5 km R=(Smodel/π)
0.5

4.5 MPa Δσ=(7/16)M0/R3

2700 kg/m3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m
2 J-SHISデータ規約集p.69

1.9 m D=M0/(μSmodel)

2.13E+19 Nm/s2 A=2.46×1010×(M0×107)1/3

2 地震規模より

面積Sa 344.3 km
2 Sa=πr^2

等価半径r 10.5 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 3.9 m Da=2D

実効応力σa 14.0 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 4.15E+19 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 229.5 km
2 Sa1=(2/3)Sa

等価半径r1 6.0 km ra1=(Sa1/π)0.5

すべり量Da1 4.3 m Da1=Da(ra1/r)/(2((ra1/r)3+(ra2/r)3))
実効応力σa1 14.0 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 3.07E+19 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 16×14 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sa2 114.8 km2 Sa2=(1/3)Sa

等価半径r2 4.3 km ra2=(Sa2/π)
0.5

すべり量Da2 3.0 m Da2=Da(ra2/r)/(2((ra1/r)
3
+(ra2/r)

3
))

実効応力σa2 14.0 MPa σa2=σa

地震モーメントM0a2 1.08E+19 M0a2=μDa2Sa2

計算用面積 14×8 km×km 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 735.7 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 1.0 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 2.8 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 2.36E+19 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

走向θ

すべり角γ

断層モデル原点緯度

断層モデル原点経度

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

①

強
震
動
生
成
域

②

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

地震発生層下端深さ

断層モデル長さLmodel
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 ア どこでも起こりうる直下の地震 

どこでも起こりうる直下の地震は、各市町の役場直下に M6.9※の地震が発生した

場合を想定した。 

震源断層の走向は、広島県及びその周辺地域の活断層の多くが北東―南西の走向

を持つことから、同方向に設定した。 

また、その他の断層パラメータについては、岩国－五日市断層帯（己斐断層区間）

の地震を参考に設定した。これは、県内において北東―南西方向の走向を持つ断層

の一例として同断層帯があげられ、かつ岩国－五日市断層帯（己斐断層区間）は M7.1

の規模として設定されており、どこでも起こりうる直下の地震規模である M6.9 と同

程度の規模であることによる。 

設定した断層パラメータは、表Ⅳ.2.1-3 のとおりである。 

 なお、破壊開始点は断層の中心部とし、強震動生成域の下端に設定した。 

 

※M6.9 の根拠について 

地震に対応する活断層が地表で認められない地震の規模の上限については、現在も学

術的な議論がされているところである。過去の事例を見ると、M6.5 以下の地震ではほ

とんどの場合、地表で活断層が認められていない。これより地震規模が大きくなると、

例えば 1925 年北但馬地震（M 6.8）など、活断層が認められることが多くなるが、1984 

年長野県西部地震（M 6.8）のように地表で活断層が認められないものもある。 

以上のことを踏まえ、活断層が地表で認められない地震規模の上限については、今後

の学術的な議論を待つ必要もあるが、防災上の観点から、今回の検討では、M6 台の最大

である M 6.9 の地震を「全ての地域で何時地震が発生するか分からない」として想定し

た。 

出典：「首都直下地震対策専門調査会報告（平成 17年 7 月）中央防災会議」 
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表Ⅳ.2.1-3 断層パラメータ：どこでも起こりうる直下の地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-5 断層モデル：どこでも起こりうる直下の地震 

 

設定方法

17.4 km 松田(1975)の式 logL=0.6M-2.9

6.9

2 km 己斐断層を参考に設定

6.21E+18 Nm logM0=1.17M+10.72

震源断層の面積S 350 km
2 S=2.23×10^(-15)×(M0×10^7)^(2/3)

6.5 Mw=(logM0-9.1)/1.5

90 ° 己斐断層を参考に設定

180 ° 己斐断層を参考に設定

断層モデル上端深さDtop 2 km 己斐断層を参考に設定

18 km 断層モデルメッシュサイズ

16 km 断層モデルメッシュサイズ

288 km
2 Smodel=Lmodel×Wmodel

9.6 km R=(Smodel/π)0.5

3.1 MPa Δσ=(7/16)M0/R
3

2700 kg/m
3 J-SHISデータ規約集p.69

3.4 km/s J-SHISデータ規約集p.69

3.12E+10 N/m2 J-SHISデータ規約集p.69

0.7 m D=M0/(μSmodel)

9.74E+18 Nm/s
2

A=2.46×10
10
×(M0×10

7
)
1/3

1 地震規模より

面積Sa 56.2 km2 Sa=πr^2

等価半径r 4.2 km r=(7πM0β
2
)/(4AR)

すべり量Da 1.4 m Da=2D

実効応力σa 15.8 MPa σa=(Smodel/Sa)Δσ

地震モーメントM0a 2.42E+18 Nm M0a=μDaSa

面積Sa1 56.2 km
2 Sa1=Sa

等価半径r1 4.2 km ra1=r

すべり量Da1 1.4 m Da1=Da

実効応力σa1 15.8 MPa σa1=σa

地震モーメントM0a1 2.42E+18 Nm M0a1=μDa1Sa1

計算用面積 60.0 km2 断層モデルメッシュサイズ

面積Sb 231.8 km
2 Sb=Smodel-Sa

すべり量Db 0.5 m Db=M0b/(μSb)

実効応力σb 3.1 MPa σb=(Db/Wb)(π0.5/Da)r{(ra1/r)3+(ra2/r)3}σa
地震モーメントM0b 3.78E+18 Nm M0b=M0-M0a

項目 値

断層長さL

マグニチュードM

傾斜角δ

地震発生層上端深さ

断層モデル幅Wmodel

断層モデル面積Smodel

地震モーメントM0

モーメントマグニチュードMw

すべり角γ

短周期レベルA

微
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ

強震動生成域個数

全
強
震
動
生

成
域

強
震
動
生
成
域

背
景
領
域

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー

タ 断層モデルの等価半径R

静的応力降下量Δσ

地震発生層の密度ρ

S波速度β

剛性率μ

平均すべり量Dmodel

断層モデル長さLmodel

凡例 
 

横：長さ  縦：幅 

メッシュサイズ 2km×2km 

強震動生成域 

震源域（矩形震源域） 

破壊開始点 ★ 
★ 
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（３） 地盤モデルの設定 

 ア 深部地盤モデル 

「全国１次地下構造モデル（暫定版）」16を用いて深部地盤での地震動予測を行っ

た。 

 

 

 

【凡例】 

□ 境界（市町） 

□ 境界（県） 
  
<深部地盤標高> 

Vs=600m/s 

■     ～ -50m 

■ -50 ～   0m 

■   0 ～  50m 

■  50 ～ 100m 

■ 100 ～ 150m 

■ 150 ～ 200m 

■ 200m～ 
 

図Ⅳ.2.1-6 深部地盤（深部地盤深度） 

 

 イ 浅部地盤モデルの作成 

1)浅部地盤モデル 

浅部地盤とは、地表から深部地盤面（Vs600m/s 程度）までの地盤を指し、ボーリ

ングなどの地質情報が得られやすいため、詳細なモデル設定が可能である。 

本調査では、浅部地盤モデルとして、前回調査（広島県（2013）17）で用いた 250m

メッシュの地盤モデル 240 タイプを使用し、さらに大規模盛土造成地に指定されて

いる箇所等を新たに 2タイプ追加で設定した 242 タイプの地盤モデルとした。 

新たに設定した盛土の位置図を図Ⅳ.2.1-7 に示す。併せて、地表から 30m までの

平均 S波速度（AVS）の分布図を図Ⅳ.2.1-8 に示す。 
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【凡例】 

□ 境界（市町） 

□ 境界（県） 
  
<盛土位置> 

■ 大規模盛土 

■ その他盛土 
 

図Ⅳ.2.1-7 盛土設定位置 

 

 

 

【凡例】 

□ 境界（市町） 

□ 境界（県） 
  
<AVS30(m/s)> 

■ 100 ～ 200 

■ 200 ～ 300 

■ 300 ～ 400 

■ 400 ～ 500 

■ 500 ～ 600 

■ 600 ～ 700 
 

図Ⅳ.2.1-8 AVS30 分布図 
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2)浅部地盤の情報 

地盤モデルは、242 のタイプ別に、層構造として深度、層厚、地層区分、N 値、単

位体積重量(ｔf/m3)、Ｓ波伝播速度（m/s）の属性を整理したものである。 

 

深度：当該層の上面深度(m) 

層厚：当該層の厚さ(m) 

地層区分：沖積シルト、沖積シルト砂、沖積シルト質砂等の区分 

N 値：地盤調査（標準貫入試験）において、重さ 63.5kg のハンマーを

75cm の高さから自由落下させ、サンプラーを 30cm 貫入させるの

に要した打撃回数であり、地盤の固さを知るための重要な数値で

ある。硬い地盤は、おもりの落下回数が多く、逆に軟らかい地盤

は、おもりの落下回数が少なくなる。 

Ｓ波伝播速度：弾性波速度の一つで、物体内部を伝わる S波(横波、せん断波)の

伝播速度。弾性波速度は物体の固有の速度で、P波(縦波、粗密度)

速度と共に、地盤の動的性質を知る上での基本的定数となる。 
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表Ⅳ.2.1-4 浅部地盤モデルの例 

地盤タイプ 14    
      

深度

(m) 

層厚

(m) 
地層区分 Ｎ値 

単位体積重量 

(ｔf/m3) 

Ｓ波伝播速度 

（m/s） 

3 3 沖積砂 8 1.8 126 

7 4 洪積砂 22 2.0 200 

12 5 洪積シルト粘土 28 1.7 273 

18 6 洪積砂 43 2.0 256 

  基盤 50 2.5 700 

 

 

図Ⅳ.2.1-9 浅部地盤 

 

（４） 地震動の予測 

 ア 地震基盤の地震動予測 

既に明らかとなっている断層等を震源とする地震及びどこでも起こりうる直下の

地震の地震基盤の地震動は、統計的グリーン関数を用いて予測した。 

 

1)グリーン関数法の特徴 

グリーン関数法では、図Ⅳ.2.1-10 に示すように、発生する地震の規模によって

震源断層を小さい領域（小断層：幅ΔW、長さΔL）に分割し、それぞれの小断層か
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ら発する小地震波を破壊の進行に要する時間と観測点までの距離を考慮して重ね

合わせることにより、大断層（幅 W、長さ L）の大地震波を合成する。 

この方法により、震源の破壊方向に向けて強震動となる地域が現れる現象や、

強震動生成域の近傍で、特に強い地震動が現れる現象などを表現することができ

るため、地震による揺れの平面的分布が実現象に近い状態として計算されるのが

特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-10 統計的グリーン関数の計算 

 

2)グリーン関数法による地震動の計算方法 

①小地震波の計算 

グリーン関数法による地震動（振幅スペクトル）の算定式及び各パラメータは

次のとおりである。 

まず、対象とする震源断層面を小断層（ここでは 2km メッシュ）に分割し、小断

層ごとにω-2則を満たす式 1 により振幅スペクトル A(f)を求める。なお、式 1 の

小地震波形は P波及び S波(SH 波、SV 波)に対してそれぞれ独立に生成し、式中の

βはそれぞれの地震波速度に対応する。 

 

𝐴(𝑓) =
ோഇക∙ிௌ∙௉ோ்ூ்ே

ସగఘఉయ
∙ 𝑀଴ ∙

(ଶగ௙)మ

ଵା(௙/௙೎)మ
∙

ଵ

ඥଵା(௙/௙೘ೌೣ)మ
∙

௘షഏ೑ೃ/ೂഁ

ோ
 1 式 

 

ここに、Rθφ：ラディエーション係数 

    FS：自由表面による増幅の効果(=2) 

    PRTITN：地震動エネルギーの水平 2成分への分散を表す係数 

    ρ：地震基盤の密度(=2.70g/cm3) 

    β：地震基盤の速度(P 波の場合 5.8km/s、S 波の場合 3.4km/s) 

長さ 

幅 

観測点 

重ね合わせ 
小断層 

断層モデル（断層の分割） 

①小地震波の計算 

（マグニチュード、震源か

らの距離を考慮） 

②小地震波の重ね合わせ 

③地震基盤における大地震波

形の合成 
大断層 



 

IV-34 

    M0：小地震の地震モーメント 

    f：周波数(Hz) 

    fc：コーナー周波数(Hz) 

    fmax：高周波遮断周波数(Hz)(=6(地殻内地震)、=13.5(プレート間地震)) 

    R：小地震の震源距離 

    Q：伝播経路における媒質の Q値 

 

コーナー周波数は次式で算定する。 

𝑓௖ = 4.9 × 10଺𝛽(∆𝜎/𝑀଴)ଵ/ଷ 2 式 

ここに、Δσ：小地震の実効応力 

 

媒質の Q値については次式で算定する。 

𝑄(𝑓) = ൜
110𝑓଴.଺ଽ      𝑓 ≥ 1𝐻𝑧

110         𝑓 < 1𝐻𝑧
 3 式 

 

ラディエーション係数 Rθφについては、香川(2004)(香川敬生：ハイブリッド

合成法に用いる統計的グリーン関数法の長周期帯域への拡張、日本地震工学会論

文集、第４巻、第２号、2004)に準拠して、式 4に示す周波数依存特性を考慮した。 

𝑅ఏఝ(𝑓) =
{௟௢௚(௙మ)ି௟௢ (௙)}ோഇകబା{௟௢௚(௙)ି௟௢௚(௙భ)}ோഇക೘

௟௢௚(௙మ)ି௟௢௚(௙భ)
 4 式 

ここに、Rθφ0：小地震とサイトの位置関係及びすべり方向から理論的に評価さ

れるラディエーション係数 

    Rθφm：高周波数で等方放射として平均化されたラディエーション係数 

    f1、f2：理論的な放射から等方的な放射へと遷移する周波数帯を示し、

f1=0.5Hz、f2=5Hz とする。 

 

式 1 で算定した振幅スペクトルに適合する加速度時刻歴波形の算定は、

Boore(1983)にしたがって、ホワイトノイズに包絡形を施した波形のスペクトルを

掛け合わせて位相を与える。 

上記手順で作成した計算地点での地震基盤における地震波に対して、深部地盤

表面までの深部地盤モデルによる増幅を考慮するため、P 波、S波ともに鉛直入射

を仮定して Haskell Matrix(線形)を用いた応答計算を行う。 

求められた工学的基盤での Transverse、Radial 及び UD の波形を、NS、EW、UD

に射影する。 

 

②小地震波の重ね合わせ 

各小断層からの波形を Irikura(1986)にしたがって、それぞれの成分ごとに足し

合わせる。これにより、深部地盤表面での 3 成分波形を求める。 
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 イ 地表面の地震動予測 

1)南海トラフ巨大地震 

南海トラフ巨大地震の地表面の地震動予測は、内閣府（2025a）1による南海トラ

フ巨大地震の想定結果を活用し、広島県の地盤モデルに基づく地震動増幅度を用い

て求めた。その手順を図Ⅳ.2.1-11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.1-11 南海トラフ巨大地震の地表面地震動算定の手順 

 

 

① 内閣府提供の 250ｍメッシュの地表震度 Iaと、震度増分 dI から、深部地盤表

面の震度 Ibを、次の式により求めた。 

 

Ia = Ib + dI 

 

② 2)で述べる応答解析により、地盤タイプごとに深部地盤表面の震度（Ib）と地

表震度（Ic）の関係式を求め、同式から地表震度（Ic）を算定した。 

 

③ 童・山崎(1996)（童華南，山崎文雄: 地震動強さ指標と新しい気象庁震度と

の対応関係，生産研究，Vol.48，No.11，pp.547-550）の推定式を用いて、地

表震度（Ic）から地表最大加速度（PGA）、及び SI 値を算定した。 

 

PGA = 10 -0.23+0.51･Ic 

SI = 10 -1.16+0.50･Ic 

 

  

Ia 

地表面震度(Ia)から内

閣府による各メッシュ

の震度増分(dI)を差し

引き、深部地盤震度

(Ib)を求める。 

Ib=Ia-dI 

Ic 

Ib 

① ② 

広島県地盤モデルによ

る深部地盤震度(Ib)－

地表震度(Ic)の関係式

(曲線)から地表震度

(Ic)を求める 

③ 

PGA, SI 

童・山崎(1996)により地表震度 Ic から 

地表最大加速度 PGA 及び SI 値を求める 

 PGA=10-0.23+0.51･Ic 

 SI=10-1.16+0.50･Ic 
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2)既に明らかとなっている断層等を震源とする地震及びどこでも起こりうる直下

の地震 

①地盤の応答解析手法 

浅部地盤における地震動の応答解析は、重複反射理論に基づく計算手法で行っ

た。これは、メッシュごとに地震基盤から地震波を入射し、水平成層と仮定した

地盤においてＳ波が反射・透過を繰り返した結果の地表面での地震動を算定する

手法である。 

深さとともに速度が速くなる水平成層地盤においては、地震波は浅部地盤内を

ほぼ垂直に上昇するものと仮定できる。図Ⅳ.2.1-12 に重複反射理論の概念図を

示す（ここでの横軸は、経過時間を表している）。地震基盤から入射した地震波

は、物性値の異なる層面において透過波と反射波に分かれる。それぞれの波は、

次の物性値の異なる層面においてさらに透過波と反射波に別れる。それらが繰り

返された結果として、地表での地震波形が求められる。 

 

 

ρ1、G1、h1、H1                           第 1 層 

                                     

 

    ρ2、G2、h2、H2                            第 2 層 

 

 

    ρn、Gn、hn、Hn                            第 n 層 

 

 

ρn ： 第ｎ層の密度 

Ｇn ： 第ｎ層の動的せん断弾性定数（剛性率） 

ｈn ： 第ｎ層の減衰定数 

Ｈn ： 第ｎ層の層厚 

   

                         図Ⅳ.2.1-12 重複反射理論の概念 

 

②深部地盤表面での地震動 

深部地盤は固結岩盤からなり、地震波は弾性波として伝わる。そこで、深部地

盤内（地震基盤面から深部地盤表面まで）においては弾性波として取り扱う線形

応答解析を行い、深部地盤表面での地震波形を算定した。 

入射（地震基盤） 
（時間） 

地表面 
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深部地盤は、1km メッシュごとに地盤モデルを設定しており、深部地盤表面で

の地震動は 1km メッシュ単位で求めている。 

一方、浅部地盤は 250m メッシュ単位で地盤モデルを設定しているため、深部

地盤から浅部地盤への入力地震動は、当該 250m メッシュを含む 1km メッシュの

深部地盤表面における加速度波形を採用した。 

 

③地表での地震動 

浅部地盤は未固結堆積物からなり、地震動により大きな力が加わると、地盤内

に生じるせん断ひずみ（γ）によって、土の剛性率（G）や減衰率（h）が変化す

る。G 及び h のひずみ依存性は、動的変形特性と呼ばれ、応答解析を実施する際

に土の非線形特性を加味することができる周波数依存型の等価線形法（DYNEQ）

を用いた。なお、DYNEQ における有効ひずみは次のとおりとした。また、解析対

象周波数の上限は 15Hz とした。 

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

𝛾௘௙௙ = 𝛾௠௔௫                                                  𝑓௣ > 𝑓

𝛾௘௙௙ = 𝛾௠௔௫ ቊ1 − ቆ
log 𝑓 − log 𝑓௣

log 𝑓௘ − log 𝑓௣
ቇ

௠

ቋ            𝑓௣ ≤ 𝑓 ≤ 𝑓௘

𝛾௘௙௙ = 0                                                       𝑓 > 𝑓௘

 

ここに、γeff：有効ひずみ 

    f   ：周波数(Hz) 

    γmax：最大せん断ひずみ 

    fp  ：γmaxに対応する周波数(Hz) 

    fe  ：γeff=0.0 となる周波数(=10.0Hz) 

    m   ：係数(=2) 

 

等価線形法（DYNEQ）に用いた動的変形曲線は、古山田ら（2003）18を参考とし

て設定した。 
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図 Ⅳ.2.1-13 古山田ら（2003）18を参考とした動的変形特性 
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④震度階級の決定手法 

震度階級は、気象庁の計測震度である震度階級に準拠し、次の手法により求め

た。 

 

＜気象庁計測震度の算定法＞ 

a.3 成分（水平 2、上下 1 成分）の加速度波形からフーリエスペクトルを計算

する。 

b.フーリエスペクトルの周期に関係した次の 3フィルターを乗じる。 

図Ⅳ.2.1-14 にア)からウ）の 3つのフィルターとそれらを掛け合わせた総合

特性を示した。 

ア)体感と震度の関係を考慮したフィルター 

（k/f）1/2 

    k：係数（1.00） f：周波数  

イ)ハイカットフィルター 

（1＋0.694X 2＋0.241X 4＋0.0557X 6＋0.009664X 8 

＋0.00134X 10＋0.000155X 12）-1/2  

X＝f/fc  （fc＝10Hz） 

ウ)ローカットフィルター 

（1-exp（－（f／f0）3））1/2  

   f0：震度算定に用いる周波数の下限（0.5Hz とする。）  

c.フィルター処理したスペクトルを逆フーリエ変換により加速度と速度の中間

的な時刻歴波形を求める。 

d.3 成分の時刻歴波形をベクトル合成する。 

e.ベクトル波について、その絶対値が A'以上である時間の合計がτ（継続時間：

0.3sec とする。）となる A'を求める。 

f.河角（1943）19による震度と加速度の関係式に A'を代入し、計測震度（Ｉ）を

求める。 

I=2･logA'+0.94 

g.計測震度から震度階級を決定する。 

 

表Ⅳ.2.1-5 計測震度と震度階級の対比表 

計測震度 0.5     1.5    2.5    3.5    4.5     5.0    5.5    6.0    6.5 

震度階級 0 1 2 3 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7 
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図Ⅳ.2.1-14 フィルターの総合特性 

 

⑤地表最大加速度の計算手法 

地表最大加速度（PGA）は、地震動の強さを表す一般的な指標の一つである。物

体に加わる力の大きさは、加速度に比例して増大する性質がある。そのため、最

大加速度が大きい場合は、大きな破壊力を持つことになる。ただし、加速度波形

の一部分だけ振幅が大きくなる場合は、一般建物等の構造物に対してそれほど大

きな被害を与えることは少ないといえる。 

地表最大加速度（PGA）は、3 成分の地表加速度波形それぞれについて算定し、

液状化判定には水平 2成分のうち大きい方を採用する。 
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⑥SI 値の計算手法 

SI 値（Spectral Intensity：スペクトル強度）は、アメリカのハウスナー

（G.W.Housner）によって提唱された地震動の強さの指標であり、地震動の周期

0.1～2.5 秒間の 20%減衰の速度応答スペクトルの平均値（単位カイン：cm/sec）

である。建物の周期が 0.1～2.5 秒であるため、建物にどの程度の被害が生じる

かを示す指標となる。都市ガスにおいては、SI値を指標に、供給停止の判断をし

ている。 

SI 値は、水平 2成分の地表加速度波形それぞれについて算定し、ガス設備被害

想定には大きい方を採用する。 

SI=
1

2.4
න Sv൫T、 h=0.2൯dT

2.5

0.1

 

ここで、Sv は速度応答スペクトル、Tは固有周期、h は減衰定数 
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２ 液状化 

液状化とは、地下水を豊富に含んだ砂質地盤が、地震動によって高くなった地下水圧

により、砂の粒子間の結合と摩擦力が低下し、液体のように緩んで動く現象のことであ

り、流動化現象とも呼ばれる。このため、水・砂・泥を高く吹き上げる噴砂、噴泥によ

って地盤が盛り上がったり、不同沈下、陥没を生じたりするので建物や土木構造物の転

倒、沈下、傾斜につながり、次のような被害が生じる。 

 

①地中のガス管・上下水道管・地下埋設物等、軽量構造物の浮上 

②杭等の深い基礎で支えていない建物、橋梁等の重量構造物の沈下・傾斜 

③堤防等、盛土の基礎地盤の液状化に伴う構造物沈下やすべり破壊の発生 

④護岸や擁壁の側方流動、押し出し 等 

 

本調査では、震度分布と土質状況を基に、震度 5弱以上の地域を対象に、液状化が発

生する危険度及びその影響の度合を評価するため、250m メッシュごとの液状化指数（PL

値）を算定した。 

なお、建物被害の想定に用いるため、液状化に伴う沈下量も算定した。 

 

PL 値：ある地点での液状化の可能性を総合的に評価するための指標であり、一般に

PL値が 15 以上の場合、液状化の危険がかなり高いとされている。 

沈下量：地震に伴い地表面が沈下する高さ。 
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（１） 液状化危険度評価 

 ア 液状化危険度評価の流れ 

液状化危険度評価は、図Ⅳ.2.2-1 の手順で行った。 

 
図Ⅳ.2.2-1 液状化危険度評価の流れ 

 

1)浅部地盤モデルの設定 

前回調査（広島県（2013）17）で使用した地盤モデル 240 タイプに大規模造成盛

土等の 2 タイプを加えた浅部地盤モデル 242 タイプを設定した。地下水位は、す

べての地盤モデルで地表面下 1.0m（後述）を設定した。 

 

2)各メッシュの地表最大加速度の算出 

地震動予測計算により、各メッシュの地表最大加速度を算出した。 

 

3)各メッシュの PL値算定 

PL値は、道路橋示方書（2017）20の手法に基づき液状化抵抗率 FLを求め、深さ方

向に重み付けした PL 法により算定した。 

 

3)各メッシュの PL値算定 

 

2)各メッシュの地表最大加速度の算出 

1）浅部地盤モデルの設定 

各メッシュの地表最大加速度の算出 

浅部地盤モデル 

（242 タイプ） 

地下水位 

液状化危険度分布図（メッシュ）作成 

各メッシュの PL値計算 

4)液状化危険度分布図作成 
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4)液状化危険度分布図作成 

各メッシュの PL値算定結果に基づき、次の区分により液状化危険度を分布図に

示した。 

30.0＜PL    ：液状化危険度は極めて高い 

15.0＜PL≦30.0：液状化危険度はかなり高い 

5.0＜PL≦15.0：液状化危険度は高い 

0.0＜PL≦ 5.0：液状化危険度は低い 

PL＝ 0.0：液状化危険度はかなり低い 

 

 イ 液状化危険度の評価条件 

液状化危険度の評価条件は、次のとおりとした。 

 

1)液状化判定を行う必要がある土層 

沖積層の土層で以下の 3 つの条件全てに該当する場合においては、地震時に液

状化が生じる可能性のあるため、液状化判定を行う。 

・地下水位が地表面から 10ｍ以内にあり、かつ、地表面から 20m 以内の深さ

に存在する飽和土層。 

・細粒分含有率 FCが 35％以下の土層、または、FCが 35％を超えても塑性指数

IPが 15以下の土層。 

・50％粒径 D50が 10mm 以下で、かつ、10％粒径 D10が 1mm 以下である土層。 

なお、液状化判定で使用する細粒分含有率 FCと 50％粒径 D50については地質調

査結果がないため、地盤モデルの土質名称に応じて、下表に示す道路橋示方書・同

解説（Ⅴ耐震設計編 日本道路協会 2002、p357）に記載されている値を用いた。 

 

表Ⅳ.2.2-1 土質分類と単位重量、平均粒径、細粒分含有率の概略値 

土質分類 
地下水位面下の単位 

体積重量γt2(kN/m3) 

地下水位面上の単位 

体積重量γt1(kN/m3) 

平均粒径 

D50(mm) 

細粒分含有率 

FC(％) 

表土 17.0 15.0  0.02 80 

シルト 17.5 15.5   0.025 75 

砂質シルト 18.0 16.0  0.04 65 

シルト質細砂 18.0 16.0  0.07 50 

微細砂 18.5 16.5 0.1 40 

細砂 19.5 17.5  0.15 30 

中砂 20.0 18.0  0.35 10 

粗砂 20.0 18.0 0.6  0 

砂れき 21.0 19.0 2.0  0 



 

IV-45 

2)地下水位 

地下水位は、その場所の特性によって異なり、また降雨・潮汐の影響により時間

的にも変化する。本調査では、前回調査（広島県（2013）17）と同様、一律に地表

面下 1ｍとした。これは、広島市のデルタ地帯を含めた平地部の平均的な地下水位

よりも高い条件になっており、液状化危険度評価において安全側の設定である。 

ただし、降雨直後などはこれを上回る水位になる場合があることに留意する必

要がある。 

 

3)評価対象とする震度 

液状化危険度の評価対象となる震度は、震度 4 以下では、ほとんど液状化を起

こさないことから、震度 5弱以上とした。 

 

 ウ PL値の算定方法 

PL値は、以下に示す道路橋示方書（2017）20の方法を用いて算定した。 

 

1)液状化に対する抵抗率 FLの算定 

地盤内の各深度における液状化に対する抵抗率 FL値は、地層が有する動的せん

断強度比 R と作用する地震時せん断応力比 L によって定義し、この値が 1.0 以下

の土層については、液状化の可能性があるとみなすものである。 

 

FL ＝ R / L 

 

地震時せん断応力比 Lは、道路橋示方書（2017）20で示される設計水平震度の標

準値 khgL を使用せず、本調査で実施する地震応答解析により得られる地表最大加

速度αを使用して次の式により算定する。 

 

L＝（α / g）・（σv／σv’）・γd 

 

ここに、α ：地表最大加速度（gal） 

g ：重力加速度（＝980gal） 

σv ：全上載圧（kN/m2） 

σv’ ：有効上載圧（kN/m2） 

γd  ：低減係数（＝1.0－0.015･z、ｚ：地表面からの深さ（m）） 
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地層が有する動的せん断強度比 R は、地盤の繰返し三軸強度比 RLを用いて次の

補正式により求めた。 

 

R ＝ Cw・RL 

 

地震動特性による補正係数 Cw は次のように定められている。 

 

①タイプⅠ：プレート境界型の大規模な地震の場合 

Cw＝1.0  

 

前回調査（広島県（2013）17）では、南海トラフ巨大地震の液状化判定に用いる

地盤の繰り返し三軸強度比(RL)を補正する係数（Cw）について、2011 年に発生し

た東北地方太平洋沖地震の実績を基に千葉県（2012）21の被害想定調査で設定さ

れた 0.8 を適用していた。しかし、内閣府（2025）1では、道路橋示方書のタイプ

Ⅰ地震（プレート境界地震）に準拠した Cw=1.0 を用いていること、道路橋示方

書の平成 29 年度の改定の際に、東北地方太平洋沖地震の事例分析結果を踏まえ

て算出式の見直しが行われていることが確認されたことから、本調査では道路橋

示方書のタイプⅠ地震（プレート境界型地震）に準拠した Cw=1.0 をそのまま適

用することとする。 

 

 

②タイプⅡ：内陸直下型地震の場合 

 1.0 （RL≦0.1） 

Cw＝ 3.3･RL＋0.67 （0.1＜RL≦0.4） 

 2.0 （0.4＜RL） 

 

繰返し三軸強度比 RLは、次式により算定した。 

 

 0.0882･√（0.85･Na＋2.1／1.7） （Na＜14） 

RL＝ 

 0.0882･√（Na／1.7）＋1.6×10-6・（Na－14）4.5 （14≦Na） 
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粒度の影響を考慮した補正 N 値（Na）は、次式により求めた。 

 

 cFC･（N1＋2.47）－2.47 （D50＜2mm） 

Na＝ 

 {1－0.36･log10（D50／2）･N1 （D50≧2mm） 

 

N1＝170・N／（σvb’＋70） 

 

 1.0 （ 0％≦Fc＜10％） 

CFC＝ （Fc＋20）/50 （10％≦Fc＜40％） 

 （Fc－16）/12 （40％≦Fc） 

 

ここに、N ：標準貫入試験から得られる N 値 

N1 ：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した N 値（kN/m2） 

cFC ：細粒分含有率による N値の補正係数 

D50 ：50％粒径（mm） 

σvb’ ：標準貫入試験実施時の地表面からの深さにおける 

有効上載圧（kN/m2） 

Fc ：細粒分含有率（％）（粒径 75μm 以下の土粒子の 

通過質量百分率） 

 

2)液状化指数 PLの算定 

建物や埋設管等の構造物に液状化が与える影響を想定するためには、ある深度

における液状化の発生の可能性のみではなく、任意の地点の地盤全体の液状化の

発生の可能性を評価する必要がある。液状化抵抗率（FL）は、ある深度における液

状化の発生の可能性を評価するものであるため、地盤全体を評価する指標として

液状化指数 PLを岩崎ら（1980）22による次式により求めた。 

 

PL＝  （1－FL）・（10－0.5･z）dz 

 

FL：液状化に対する抵抗率（FL≧1.0 の場合には FL＝1） 

  z：地表面からの深さ(m) 

  

20 

0 ∫ 
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（２） 沈下量の算定 

建物被害の想定のため、各地震動に対して液状化に伴う沈下量を算定した。 

沈下量の算定は、内閣府（2025a）1の手法に準じ、日本建築学会 (2019 改訂版)の

建築基礎構造設計指針 23 に示されている補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係を用

いて、補正 N 値と応力比のプロット点に対応する繰返しせん断ひずみを隣接するγcy

曲線の対数補間により求めた。 

このとき、繰返しせん断ひずみ 8％の曲線より左側にプロットされる場合にはγcy

＝8％とし、0.5％より右側にプロットされる場合には、γcy＝0.5％とした。 

繰返しせん断ひずみγcyを体積ひずみεvとして読み替えた。 

 

沈下量 Sの算定式は次のとおりとした。 

 

S＝Σ（Hi×εvi）、 i＝1～n 

S ：沈下量 

Hi ：FL＜1.0 となる砂質土層 iの層厚 

εvi ：FL＜1.0 となる砂質土層 iの体積ひずみ 

n ：FL＜1.0 となる砂質土層数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.2-2 補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係 23 
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３ 土砂災害 

土砂災害は、大きく「がけ崩れ（急傾斜地崩壊）」、「地すべり」、「土石流」に分類さ

れる。それぞれの概要は以下のとおりである。 

 

①がけ崩れ（急傾斜地崩壊） 

急勾配の斜面が突然崩れ落ちる現象。雨水ががけに多く浸み込んだことが原

因で発生したり、地震の揺れによって発生する。一気に大量の土砂が崩れ落ち

てくるため、がけの下にいる人は逃げ遅れることが多い。 

②地すべり 

比較的緩い傾きの斜面が、雨や雪解け水が浸み込んだ地下水によって、広い

範囲にわたって滑り落ちていく現象。家や畑なども一緒に、地面が大きな塊の

まま動く。地すべりが動く速さは、普通は目に見えないほどゆっくりだが、一

気に動くこともある。また、1 つの場所で何十年にもわたって少しずつ動く地

すべりもあれば、地震などがきっかけで突然発生する地すべりもある。 

③土石流 

山腹、川底の石や土砂が長雨や集中豪雨などによって一気に下流へと押し流される

現象。その流れの速さは規模によって異なるが、時速 20～40km という速度で

一瞬のうちに人家や畑などを壊滅させ、大きな被害をもたらす。 

 

通常時における斜面崩壊の危険性（斜面が有する素因による危険性）は、地形要因や

地質・土質要因、環境要因を考慮した方法によって判定される。地震時における斜面崩

壊の危険性も、地震動の大きさのみならず、地形、地質等による影響も考慮する必要が

ある。 

本調査では、土砂災害防止法（平成 12 年法律第 57 号）に基づく広島県の土砂災害警

戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定の進捗状況を踏まえ、土砂災害警戒区域（急傾

斜地、地滑り）を対象に、個々の斜面における地形と、当該斜面の存在するメッシュに

おける地震動の大きさから、斜面の崩壊危険度を評価した。 

なお、土砂災害警戒区域のうち土石流については、その発生と地震との関連性につい

て、予測手法等の知見が確立されていないこと、また、大雨が原因となり降雨後に発生

することが多く、警戒避難等による対応が可能であることなどを踏まえ、本調査では、

地震直後の土石流の発生やそれによる人的被害は対象外とし、地震を誘因とする斜面崩

壊のみを土砂災害の評価対象とした。 
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（１） 土砂災害警戒区域（急傾斜地）の評価手法 

 ア 対象地点 

本調査では、広島県において令和 7 年 4 月 1 日時点で指定されている土砂災害警

戒区域（急傾斜地）を対象とした。 

なお、指定区域のうち、耐震ランク設定のための斜面高さや斜面勾配等のデータ

が整っている図Ⅳ.2.3-1 に示す急傾斜地 30,569 箇所を対象に評価した。（評価対象

外とした箇所は全体の 0.1％以下である。） 

 

 

 

【凡例】 

□ 境界（市町） 

□ 境界（県） 

● 
土砂災害警戒区域 

(急傾斜地) 
  

 

図Ⅳ.2.3-1 土砂災害警戒区域（急傾斜地）の分布 

 

 イ 判定方法 

斜面の崩壊危険度に関する予測手法については、例えば、内閣府(2013a)24で示さ

れた予測手法が挙げられる。 

この手法は、耐震ランク配点表（表Ⅳ.2.3-1）を用いて基礎調査結果より得られ

る地形・地質状況等を点数付けし、その合計点数（基準要素点）に応じて耐震ランク

を設定（表Ⅳ.2.3-2）する。設定された耐震ランクと当該急傾斜地崩壊危険箇所に

おける震度から危険度ランク判定テーブル（表Ⅳ.2.3-3）を用いて土砂災害危険度

ランクを判定するものである。 
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表Ⅳ.2.3-1 耐震ランクの配点 

大項目 小項目 点数 

斜面の高さ 

50m≦H 10 

30m≦H＜50m 8 

10ｍ≦H＜30m 7 

H＜10m 3 

斜面勾配（θ） 

59°≦θ 7 

45°≦θ＜59° 4 

θ＜45° 1 

オーバーハング 
有 4 

無 0 

斜面の地盤 

亀裂が発達、開口しており、転石、浮石が点在する 10 

風化、亀裂が発達した岩である 6 

礫混じり土、砂質土 5 

粘性土 1 

風化、亀裂が発達していない岩である 0 

表土の厚さ 
0.5m 以上 3 

0.5m 未満 0 

湧 水 
有 2 

無 0 

落石・崩壊履歴 

新しい崩壊地がある 5 

古い崩壊地がある 3 

崩壊値は認められない 0 

出典：内閣府（2013a）24 

 

表Ⅳ.2.3-2 耐震ランク 

耐震ランク 基準要素点 

a 24 点以上 

b 14～23 点 

c 13 点以下 

出典：中央防災会議（2013a）24 
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表Ⅳ.2.3-3 危険度ランク判定テーブル 

耐震ランク 

震度階級 
a b c 

6 強以上 A A A 

6 弱 A A B 

5 強 A B C 

5 弱 B C C 

4 C C C 

出典：内閣府（2013a）24 

 

表Ⅳ.2.3-4 土砂災害危険度ランク 

ランク 危険度 

A 発生する可能性が高い 

B 発生する可能性がある 

C 発生する可能性は低い 

出典：内閣府（2013a）24 
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本調査では土砂災害警戒区域を対象とするが、土砂災害警戒区域における地形等

調査項目の内、内閣府(2013a)24で使用された耐震ランク配点表に適用できる項目が

斜面の高さと勾配のみであることを踏まえ、以下の手順で土砂災害危険度予測を行

った。 

 

 ① 前回調査（広島県（2013）17）と同様に、耐震ランク配点表で使用する項目の

基礎調査結果が揃っている急傾斜地崩壊危険箇所について、内閣府(2013a)24

の手法に準拠して地形・地質状況等を点数付けし、その合計点数（基準要素

点）に応じて耐震ランクを設定する。（表Ⅳ.2.3-1 及び表Ⅳ.2.3-2） 

 ② ①で設定した耐震ランク（a、b、c）を活用し、斜面高さを横軸、斜面勾配を

縦軸としたマトリックス図に振り分け、存在比率を算出した「耐震ランクテ

ーブル」を作成する。（図Ⅳ.2.3-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.3-2 耐震ランクの設定に使用する耐震ランクテーブル 

 

 ③ 本調査における土砂災害警戒区域の対象箇所の基礎調査結果（斜面高さ、斜面

勾配）を②で作成した耐震ランクテーブルを用いて振り分け、各斜面高さと斜

面勾配の関係において存在比率が変わらないように振り分けられた対象箇所の

耐震ランク（a、b、c）を設定する。 

 ④ ③で設定した各対象箇所の耐震ランク（a、b、c）とメッシュ震度から、内閣府

(2013a)24 で示されている表Ⅳ.2.3-3 の危険度ランク判定テーブルを用いて危

険度ランクを判定する。 

 

：耐震ランクa

：耐震ランクb

：耐震ランクc

59
≦

α
45
≦

α ＜
59

α ＜
45

H<10 10≦H<30 30≦H<50 50≦H

広島県

斜
面

勾
配

α 
(°

)

斜面高H (m)

8 82 11

41 59

72 28

23 72 5 

69 31

11 78 11

31 67 1 

0 68 32

50 49 1

4 89 7

44 55 1

80 20
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なお、本調査では、斜面高さ及び勾配の観点から急傾斜地崩壊危険箇所と土砂災

害警戒区域の基礎調査結果を比較整理し、どちらかに偏った相関が見られなかった

ことから、両者の斜面の危険度に明瞭な差はないものとし、作成した「耐震ランク

テーブル」を使用して危険度予測を行っている。 

また、対策工事を実施している箇所については、対策工事を実施していない箇所と比

較して、相対的に安全性が向上していることを考慮し、耐震ランクテーブルを用いて設

定した耐震ランクを 1ランク下げて（a→b、b→c、c→c）危険度予測を行った。 

 

 ウ 建物被害の算定における崩壊確率について 

土砂災害による建物被害の算定における斜面の崩壊確率は、内閣府（2025a）1に

おいて、新潟県中越地震、新潟県中越沖地震、岩手・宮城内陸地震の被害状況を踏

まえて整理された値として 10％が設定されている。これは、急傾斜地崩壊危険箇所

に係る危険度ランクへの適用を対象として設定されたものであり、急傾斜地の危険

度予測において危険度ランク A と評価された箇所数の 10％が崩壊するものと想定

している。 

前述したように、急傾斜地崩壊危険箇所と土砂災害警戒区域において両者の斜面

の危険度に明瞭な差はないことから、本調査においても同様の崩壊確率 10％を適

用した。（後述の表Ⅳ.3.1-2 参照） 

  



 

IV-55 

（２） 土砂災害警戒区域（地滑り）の評価手法 

 ア 対象地点 

本調査では、広島県において令和 7 年 4 月 1 日時点で指定されている土砂災害警

戒区域（地滑り）を対象とした。 

なお、図Ⅳ.2.3-3 に示す 127 箇所を対象に評価した。 

 

 

【凡例】 

□ 境界（市町） 

□ 境界（県） 

● 
土砂災害警戒区域 

(地滑り) 
  

 

図Ⅳ.2.3-3 土砂災害警戒区域（地滑り）の分布 

 

 イ 判定方法 

地震時の地すべりの危険性は、その要因が落石や崩壊と比較して不明瞭であり、

危険性を詳細に評価するためには個別の詳細な安定解析を行うか、既往調査結果を

判断指標に活用することが考えられる。 

本調査では、土砂災害警戒区域（地滑り）における対象箇所に対し、土砂災害警戒

区域（急傾斜地）で設定した耐震ランクテーブルを使用し、同様の手法により危険

度を判定した。ただし、土砂災害警戒区域（地滑り）の基礎調査結果には斜面高さ及

び勾配のデータを含まないことから、DEM データ（0.5m）を使用して各区域の斜面高

さ及び斜面勾配を設定した。 
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４ 津波 

（１） 津波浸水想定の概要 

津波浸水想定は、津波断層モデルから計算された上下地殻変動量を踏まえて、津

波の初期水位を与え、 

・外洋から沿岸への津波の伝播・到達 

・沿岸から陸上への津波の遡上 

の一連の過程を連続して数値計算するものである。 

本調査における津波浸水想定は、国土交通省（2023）26に基づき、海底での摩擦及

び移流項を考慮した非線形長波理論（浅水理論）により実施した。 

 

（２） 津波断層モデルの設定 

 ア 南海トラフ巨大地震 

南海トラフ巨大地震の津波断層モデルは、内閣府（2025b）2が設定している 11 ケ

ースの津波断層モデルの内、広島県沿岸に対して津波の影響が大きいと想定される

ケース１、２、３、４、５、８、１０、１１を検討対象のモデルとして選択した。さ

らに、その中で広島県内において浸水面積が大きくなると想定される次の津波断層

モデルケースを広島県及び市町ごとに選択し、想定対象とした。 

 

広島県：広島県全体で 30cm 以上浸水深面積が最大となると想定される津波断層

モデル「ケース１」と、広島県全体で人的被害が最大となると想定され

る津波断層モデル「ケース４」を採用した。 

各市町：各市町で 30cm 以上浸水深面積が最大となる津波断層モデルケースと、

各市町にとって人的被害が最大となると想定される津波断層モデルケ

ースを選定した。 

 

（30 ㎝以上浸水深が最大となる津波断層モデルケース） 

・広島市、呉市、竹原市、大竹市、東広島市、廿日市市、江田島市、府中町、

海田町、坂町、大崎上島町は、津波断層モデル「ケース 1」を選定。 

・三原市は、津波断層モデル「ケース 2」を選定。 

・尾道市は、津波断層モデル「ケース 5」を選定。 

・福山市は、津波断層モデル「ケース 4」を選定。 
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（人的被害が最大となると想定される津波断層モデルケース） 

・広島市は、津波断層モデル「ケース 4」を選定。 

・呉市、府中町は、津波断層モデル「ケース 8」を選定。 

・竹原市、東広島市は、津波断層モデル「ケース 10」を選定。 

・尾道市、大崎上島町は、津波断層モデル「ケース 2」を選定。 

・福山市、坂町は、津波断層モデル「ケース 11」を選定。 

・廿日市市は、津波断層モデル「ケース 3」を選定。 

・海田町は、津波断層モデル「ケース 5」を選定。 

・三原市、大竹市、江田島市は、30㎝以上浸水深が最大となる津波断層モデル 

ケースと同じケースを選定。 

 

「ケース 1」、「ケース 2」、「ケース 3」、「ケース 4」、「ケース 5」、「ケース 8」、「ケ

ース 10」、「ケース 11」の津波断層モデルの概要を、図Ⅳ.2.4-1(1)～図Ⅳ.2.4-1(8)

に示す。 

 

 イ 瀬戸内海域活断層等による地震 

既に明らかとなっている断層等を震源とする地震の内、震源が海域にある次の 7

地震を「瀬戸内海域活断層等による地震」として定義し、想定対象とした。 

 

・安芸灘～伊予灘～豊後水道 

・讃岐山脈南縁西部 

・石鎚山脈北縁西部～伊予灘 

・安芸灘断層帯 

・広島湾－岩国沖断層帯  

・石鎚山脈北縁 

・讃岐山脈南縁西部～伊予灘 

 

7 地震の津波断層モデルの概要を、図Ⅳ.2.4-1(9)～図Ⅳ.2.4-1(15)に示す。 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 1 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 1「駿河湾－紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(1) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 1) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 2 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 2「紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(2) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 2) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 3 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 3「紀伊半島沖－四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設

定 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(3) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 3) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 4 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 4「四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(4) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 4) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 5 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 5「四国沖－九州沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(5) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 5) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 8 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 8「駿河湾－愛知県東部沖」と「三重県南部沖－徳島県沖」に

「大すべり域＋超大すべり域」を 2 箇所設定 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(6) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 8) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 10 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 10「三重県南部沖－徳島県沖」と「足摺岬沖」に「大すべり域

＋超大すべり域」を 2箇所設定 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(7) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 10) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 南海トラフ巨大地震による津波 

ケース 11 

マグニチュード Ｍｗ＝9.1 

使用モデル 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル 

概要 波源域 

 

 

 

 

ケース 11「室戸岬沖」と「日向灘」に「大すべり域＋超大すべり域」

を 2箇所設定 

地盤 

変動量 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(8) 津波断層モデル(南海トラフ巨大地震のケース 11) 

  

● 破壊開始点  

変動量(ｍ) 

10.0 

  

5.0 

  

0.0 

  

 -5.0 

  

-10.0 
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対象津波 広島県独自モデル 1による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝7.5 

使用モデル 広島県独自モデル 1 安芸灘～伊予灘～豊後水道断層 

概要 波源域 

 

 

 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(9) 津波断層モデル(安芸灘～伊予灘～豊後水道) 

 

  

断層すべり量 
4m 
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対象津波 広島県独自モデル 2による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝7.3 

使用モデル 広島県独自モデル 2  讃岐山脈南縁西部断層 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(10) 津波断層モデル(讃岐山脈南縁西部) 

 

  

断層すべり量 
2.7m 
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対象津波 広島県独自モデル 3による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝7.4 

使用モデル 広島県独自モデル 3 石鎚山脈北縁西部～伊予灘断層 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(11) 津波断層モデル(石鎚山脈北縁西部～伊予灘) 

 

  

断層すべり量 
3.1m 
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対象津波 広島県独自モデル 4による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝6.7 

使用モデル 広島県独自モデル 4 安芸灘断層帯 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(12) 津波断層モデル(安芸灘断層帯) 

 

  

断層すべり量 
0.9m 
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対象津波 広島県独自モデル 5による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝6.9 

使用モデル 広島県独自モデル 5 広島湾－岩国沖断層帯 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(13) 津波断層モデル(広島湾－岩国沖断層帯) 

 

  

断層すべり量 
1.3m 
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対象津波 広島県独自モデル 6による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝6.8 

使用モデル 広島県独自モデル 6 石鎚山脈北縁断層 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(14) 津波断層モデル(石鎚山脈北縁断層) 

 

  

断層すべり量 
1.0m 



 

IV-72 

 

 

 

対象津波 広島県独自モデル 7による想定地震津波 

マグニチュード Ｍw＝7.6 

使用モデル 広島県独自モデル 7 讃岐山脈南縁西部～伊予灘断層 

概要 波源域 
 

地盤 

変動量 

 

 

図Ⅳ.2.4-1(15) 津波断層モデル(讃岐山脈南縁西部～伊予灘断層) 

 

  

断層すべり量 
2.7m 
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（３） 津波浸水想定 

津波の初期水位を与える津波断層モデルを波源モデルとして与え、差分化した運動

方程式及び連続の式を解くことによって、津波の計算を行った。陸域では、さらに汀

線が水位の昇降に伴って移動することを考慮した。 

 

 ア 基本方程式 

鉛直方向の積分流量の x、y 方向の成分 M、N を以下の様に定義する。 











h
zuM d                     (1) 

　









h
zvN dd                      (2) 

 

この積分流量 M、Nを用い、断層による地盤変動を考慮し、非回転、長波近似、非

粘性を考慮すると基本方程式は次の式のような方程式として表される。 

　
















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D
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M
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D
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2
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3

1
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



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





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
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D

N
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D
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y
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2
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1
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           (4) 

　


















y

N

x

M

t


                                          (5) 

 

ただし、 

u、 v ：x、 y 方向の流速成分 

 ：初期潮位からの水位変化 

h ：初期潮位からの地盤変動前の水深 

g ：重力加速度 (9.8m/s2) 

n  ：マニングの粗度係数 

  ：地盤変動量 

D ：全水深、D＝h＋－ 

である。 

海底から海面までの質量輸送を表す運動方程式(3)、(4)及び連続の式(5)を差分化

して時間積分を行う。 

各変数の定義は図Ⅳ.2.4-2、図Ⅳ.2.4-3 のようになる。また、図Ⅳ.2.4-4 に差分

計算の概念図を示す。 
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図Ⅳ.2.4-2 変数の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-3 流量と水位定義点配置 

 

[平面イメージ]                        [断面イメージ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-4 差分計算の概念図 

  

M 

N 

 

：水位 

h：水深 

：地盤変動量 

鉛直軸 

初期潮位 

D：全水深 

● ● ●

● ● ●

● ● ・

10m

10m ●

（海域） （陸域）

地形

水位

10m

M 

N 

：水位

：流量

：流量

：堤防

●



 

IV-75 

 イ 計算メッシュ（格子） 

メッシュのサイズは、国土交通省（2023）26に基づき局所的な地形も反映されるよ

うに、広島県沿岸全域を 10m×10m として計算した。 

 

 ウ 初期潮位 

本調査では、各潮位観測港における2014年～2029年の天文潮位の最高潮位（最大

と最小を除いた平均値）を初期潮位として設定した。天文潮位は、過去に観測され

た潮位データの解析をもとに予測された潮位である。また、2025年～2029年の将来

潮位については2019年～2023年の5年間の実測潮位をもとに推定した予測値を用い

た。 

図Ⅳ.2.4-5に、本想定で用いられている各メッシュエリアの初期潮位を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-5 各潮位観測港における設定潮位（単位：T.P.+cm） 

 

 エ 計算時間 

津波最高水位が生じる時間より長く、水位変動が収まり最大の浸水区域及び浸水

深が得られるように、12 時間とした。 

 

 オ 境界条件 

1) 陸上を遡上する津波の先端条件について 

津波浸水想定の計算では、陸上への遡上を考慮するために、津波の先端条件を

設定する必要がある。この先端条件の処理には、計算過程で時刻ステップごとに
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各計算格子に水があるか否かを判別し、隣接する計算格子の水位との関係も考慮

して流量を設定する。本調査では、海岸での標高が低く、水が陸上に溢れる場

合、津波の先端での条件は小谷ら(1998)27を用いた。 

 

2)開境界条件 

津波浸水想定の計算にあたっては、計算領域を限定し、外海に境界を設けること

になる。そのため外海の境界は開境界とし、津波は境界で反射せずに、進行波とし

て通過するものとした。 

 

 カ 空間接続 

前回調査（広島県（2013）17）と同様に深海から浅海になるにつれてメッシュサイズ

を小さくし、異なるメッシュ領域の接続を行った。南海トラフ巨大地震による震源

域・波源域を十分に含むように最上位を 810m メッシュで整備し、沖合から沿岸に近

づくにつれて 270m、90m、30m メッシュと空間格子サイズを細かくし、陸域の浸水を

10m メッシュで評価することができるよう、5段階による空間接続を行った。 

図Ⅳ.2.4-6～図Ⅳ.2.4-8 に本想定で用いた計算範囲を示し、表Ⅳ.2.4-1 に津波計

算を行うために設定した異なるメッシュ領域の空間接続の関係を示す。10m メッシ

ュ領域同士は独立して計算を実施しており、互いの計算結果に影響は与えない。 

なお、10m メッシュ領域で設定される陸域沿岸と 810m メッシュを始めとする外洋

側で設定される潮位とは現実的には異なるはずであるが、津波数値計算を実施する

にあたっては、上位空間接続領域である 30m～810m メッシュに与える初期潮位は、

最小空間格子サイズである 10m メッシュ領域で設定された初期潮位（「ウ 初期潮

位」参照）と同じ値をそのまま与えるものとした。これは、潮位の差異を設定した場

合、潮位による水位変動が生じ、津波による水位変動との分離が困難となることか

ら、これを回避するためである。そのため、本調査では地震により発生した津波の

評価を行うことを目的とすることから、空間接続領域における異なるメッシュ領域

の潮位は全て同一であるものと仮定して津波数値計算を実施するものとした。潮汐

と津波による相互作用を考慮した評価については今後の課題である。 
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図Ⅳ.2.4-6 計算範囲（90m、270m、810m メッシュ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-7 計算範囲（30m、90m メッシュ） 
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図Ⅳ.2.4-8 計算範囲（10m、30m メッシュ） 

 

 

表Ⅳ.2.4-1 異なるメッシュ領域の空間接続の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10m 30m 90m 270m 810m
0010-16 0030-07
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0010-18
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0270-01 0810-01

0030-08
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0090-03
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 キ 時間接続 

各計算領域に対して試算して計算が安定して行われる計算時間間隔を検討し、本

計算では、倉橋島を含む領域では 0.1 秒、それ以外の領域では 0.2 秒と設定した。

倉橋島を含む領域は、他の領域に比べ水深が深いため、計算時間間隔を短く設定す

ることとなった。 

 

 ク 構造物条件 

今回想定における構造物の取り扱いは、原則、図Ⅳ.2.4-9 に示すフローに従い、

以下の①～③のように設定した。なお、水門等の開口部は、耐震性を有し自動化さ

れた施設、または、常時閉鎖の施設は閉鎖条件で設定し、それ以外の施設は開放条

件で設定した。 

 

①耐震性能照査で耐震性が確認されている構造物については、個別に沈下量を設定

し、地震発生 3分後に沈下、越流したら破壊。 

②耐震性能照査がなされていない盛土構造物は、地震 3分後に 75%沈下、越流した

ら破壊。 

③耐震性能照査がなされていないコンクリート構造物は地震発生3分後に比高0ま

で沈下。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.2.4-9 地震及び津波に対する各種施設の条件設定の考え方（国土交通省(2023）26) 

最大クラスの津波を引き起こす 

地震の地震動について 

液状化危険性調査 

堤防の耐震性調査 

耐震性の評価 

液状化沈下量の評価 

あり 

コンクリート構造物

か盛土構造物か 

※護岸・防波堤・水門・ 

樋門・樋管・陸間など 

コンクリート構造物の 

場合 

なし 

※土手などの 

盛土構造物 

の場合 

「耐震性十分・沈下無し」以外 【パターン３】 

・比高 0 まで沈下 

耐震性十分 

沈下無し 

【パターン２】 

・沈下量を考慮した天端高 

・越流と同時破壊 

【パターン１】 

・沈下なし 

・越流と同時破壊 
既往地震による沈下量(75%) 

定量評価 沈下量 
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 ケ 波源条件 

津波の断層モデルを規定する断層パラメータから解析的に求められる地盤の変位

量を波源条件として与える。ここで、地盤の変位量は、Okada(1985)28による式を用

いた。 

 

 コ 地殻変動 

地殻変動の設定は、内閣府（2025b）2 の設定と同様に、陸域の沈降の効果を考慮

し、陸域の隆起の効果を、考慮しないものとした。表Ⅳ.2.4-2 に陸域及び海域にお

ける隆起・沈降の考え方を示す。 

 

表Ⅳ.2.4-2 陸域及び海域における隆起・沈降の考え方 

 隆 起 沈 降 

陸 域 隆起量を考慮しない 沈降量を考慮する 

海 域 隆起量を考慮する 沈降量を考慮する 
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第３章 被害の想定 

１ 建物被害 

揺れ、液状化、土砂災害、火災を原因とする建物被害は、全壊棟数、半壊棟数を 250m

メッシュ単位で、津波を原因とする場合は 10m メッシュ単位で想定した。 

建物被害は、揺れによって全壊した後、津波により流失するなど、複数の要因で重複

して被害を受ける可能性がある。 

本調査では、複数の要因の重複を避けるため、「液状化⇒揺れ⇒土砂災害⇒津波⇒火

災焼失」の順で被害を算定し、重複を除去した。 

 

（１） 建物の現況 

表Ⅳ.3.1-1 建物の現況   （単位：棟） 

市町 木造 非木造 合計 

広島市 304,901 45,827 350,728 

呉市 88,439 25,002 113,441 

竹原市 17,913 2,943 20,856 

三原市 29,652 10,514 40,166 

尾道市 31,995 9,898 41,893 

福山市 186,742 60,957 247,699 

府中市 11,530 4,146 15,676 

三次市 18,764 5,444 24,208 

庄原市 48,990 6,228 55,218 

大竹市 6,150 2,726 8,876 

東広島市 29,311 13,350 42,661 

廿日市市 21,692 7,833 29,525 

安芸高田市 13,893 3,323 17,216 

江田島市 12,398 2,797 15,195 

府中町 5,122 2,024 7,146 

海田町 3,535 2,022 5,557 

熊野町 5,933 2,078 8,011 

坂町 3,610 845 4,455 

安芸太田町 9,548 1,332 10,880 

北広島町 22,034 4,196 26,230 

大崎上島町 3,249 684 3,933 

世羅町 8,775 2,375 11,150 

神石高原町 8,487 1,008 9,495 

合計 892,663 217,552 1,110,215 
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（２） 液状化による建物被害の算定手法 

液状化による建物被害は、全壊・半壊を問わず地盤沈下量を用いて算定した。た

だし、前回調査との比較を行うため、前回の調査手法でも算定を実施した。 

 

○地盤沈下量を用いた液状化建物被害 

メッシュごとの地盤沈下量と建物データから 250m メッシュごとの全壊棟数、半

壊棟数を想定した。全壊棟数、全半壊棟数は、内閣府（2025a）1における液状化に

よる地盤沈下量と全壊率テーブルとの関係から算定した。 

 

 

図Ⅳ.3.1-1 液状化による被害棟数の算定フロー1 

 

① メッシュごとの地盤沈下量を算定した。 

② 構造（木造/非木造）、用途（住家/非住家）、建築年代（木造 2 区分、非木造 4

区分）別の建物データを整理した。 

③ 全壊率・全半壊率テーブルは内閣府（2025a）1（図Ⅳ.3.1-2～図Ⅳ.3.1-5）を

用いた。なお、非木造の杭の有無については、広島県での統計がないため、3 階

建て以上の建物が杭の設置を通常義務付けられることから、非木造建物におけ

る杭あり建物は 3階建て以上の建物とした。 

④ 地盤沈下量と全壊率テーブルの関係から液状化による全壊棟数、全半壊棟数を

算定した。 

 

  

木造：2区分 非木造：4区分 

③全壊率テーブル 

（地盤沈下量と全壊率の関係） 

（非木造建物の杭無し杭有り別） 

①地盤沈下量 ②構造別・建築年次別建物データ 

④全壊棟数、全半壊棟数 
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図Ⅳ.3.1-2 木造建物全壊率 1 

  

 

図Ⅳ.3.1-3（1） 非木造建物全壊率 1 

  

 

図Ⅳ.3.1-3（2） 非木造建物全壊率 1 
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図Ⅳ.3.1-4 木造建物全半壊率 1 

  

 

図Ⅳ.3.1-5 非木造建物全半壊率(杭あり：アスペクト比の大きい小規模建物)）1 

  

※杭あり建物のうち、被害が生じるのはアスペクト比の大きい小規模建物のみを対象と

し、アスペクト比の小さいもしくはアスペクト比が大きくても大規模建物については半

壊以上の被害はないものとする。（アスペクト比：矩形のものの長辺と短辺の比） 
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（３） 揺れによる建物被害の算定手法 

震度分布と建物データから 250m メッシュデータごとの全壊棟数、半壊棟数を想定した。 

 

図Ⅳ.3.1-6 揺れによる建物被害の算定フロー 

 

① 震度を 250m メッシュごとに算定した。 

② 全壊率・全半壊率曲線は内閣府（2025a）1（図Ⅳ.3.1-7）を用いた。建物の分

類は、構造（木造/RC 造/S 造）、建築年代（木造 6区分、RC 造 3区分、S 造 2 区

分）とした。 

③ 被害棟数算定式は、次のとおりとした。 

 

全壊建物棟数＝ 

建築年別建物棟数×計測震度別全壊率 

 

半壊建物棟数＝ 

建築年別建物棟数×計測震度別全半壊率－全壊建物棟数 

 

木造：建築年代 6区分、 

RC/SRC 造：建築年代 3区分、階数 3区分、 

S 造：建築年代 2区分、階数 3区分 

 

②全壊率・全半壊率曲線 

（計測震度～全壊率/計測震度～全半壊率の関係） 

③メッシュ別被害棟数 

・ 全壊棟数 

・ 半壊棟数（＝全半壊棟数－全壊棟数） 

①構造別・建築年次別建物データ ①震度分布 
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図Ⅳ.3.1-7（1） 全壊率曲線（木造）1 

 

 

（計測震度6.4のとき）

71％

60％

41％

11％

4％
1％
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図Ⅳ.3.1-7（2） 全壊率曲線（RC 造）1 
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図Ⅳ.3.1-7（3） 全壊率曲線（S造）1 

 



 

IV-89 

 

図Ⅳ.3.1-7（4） 全半壊率曲線（木造）1 
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図Ⅳ.3.1-7（5） 全半壊率曲線（RC 造）1 
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図Ⅳ.3.1-7（6） 全半壊率曲線（S造）1 
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（４） 土砂災害による建物被害の算定手法 

土砂災害による建物被害は、危険箇所の保全人家戸数と危険度ランク、崩壊確率

から 250m メッシュごとに全壊棟数、半壊棟数を想定した。 

 

 

図Ⅳ.3.1-8 土砂災害による被害棟数の算定フロー 

 

① 土砂災害警戒区域（急傾斜地、地滑り）を対象として、斜面の高さ及び勾配のデ

ータに基づく「耐震ランクテーブル」を作成し、このテーブルを用いて各対象箇所

の耐震ランク（a、b、c）を設定した（第２章３を参照）。耐震ランクとメッシュ

震度から危険度を判定した。 

② 震度を 250m メッシュごとに算定した。 

③ 危険度ランク別の崩壊確率は、近年発生した直下地震の事例（新潟県中越地震、

新潟県中越沖地震、岩手・宮城内陸地震）を踏まえ、内閣府（2025a）1を参考

として、下表を用いた（ランク B、C の崩壊確率はゼロ）。 

 

表Ⅳ.3.1-2 危険度に対する崩壊確率 1 

ランク 崩壊確率 

A 10% 

 

 

④ 震度別被害率について、全壊率は内閣府（2006）29、半壊率は静岡県（2001）30

を参考として下表の被害率を用いた。 

  

⑤被害棟数（全壊棟数・半壊棟数） 

③危険度ランク別崩壊確率 

④震度別被害率 

②250m メッシュ震度階級 

①危険箇所の危険度ランク（A、B、C）、人家戸数 
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表Ⅳ.3.1-3 震度別被害率 29,30 

震度階級 ～震度 4 震度 5弱 震度 5強 震度 6弱 震度 6強 震度 7 

全壊率 0% 6% 12% 18% 24% 30% 

半壊率 0% 14% 28% 42% 56% 70% 

 

① 被害棟数は内閣府（2025a）1を参考として、次の式により算定した。 

 

全壊棟数＝危険箇所内人家戸数×崩壊確率×全壊率 

半壊棟数＝危険箇所内人家戸数×崩壊確率×半壊率 
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（５） 津波による建物被害の算定手法 

津波による建物被害は、人口集中地区とそれ以外の地区で浸水深別・建物構造別

被害率を設定して算定する手法により、10m メッシュごとに全壊棟数、半壊棟数を算

定し、250m メッシュ単位に集計した。 

 

 

図Ⅳ.3.1-9 津波による被害棟数の算定フロー 

 

① 10m メッシュごとの浸水深の分布を整理した。 

② 人口集中地区※1とそれ以外の地区で浸水深別・建物構造別の被害率を乗じ、全

壊棟数、半壊棟数を算定した。 

※1 人口密度が 4,000 人/km2 以上の基本単位区等が市区町村区域内で互いに隣接して人口が

5,000 人以上となる地区。 

 

 

図Ⅳ.3.1-10(1) 津波浸水深ごとの建物被害率（人口集中地区）1 

 

②浸水深別・人口集中地区等被害テーブル 

全壊棟数、半壊棟数 

①津波浸水深分布 ①建物データ 
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図Ⅳ.3.1-10(2) 津波浸水深ごとの建物被害率（人口集中地区以外）1 
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（６） 地震火災による建物被害の算定手法 

 ア 風速の設定 

地震火災による建物被害は、風速による影響で被害量が変わることから、広島県

の風速の観測記録を分析し、実態に合った風向・風速を設定・採用した。 

 

1)風向・風速の設定条件 

風向・風速は、気象台・測候所によって異なるが、被害想定単位である市町別に

設定することは気象台・測候所の配置等の状況から困難であるため、県内同一の値

とし、前回調査と同様、広島気象台の値を用いることとした。 

採用する観測記録は過去 10 年分の日別値とした。 

 

 

図Ⅳ.3.1-11 広島県内の気象台・測候所 31  

   ：採用した気象台 
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2)統計処理方法 

① 平均風速 

平均風速は、日平均風速を 10 年分収集し、その 10 年分の平均値に対して「日

平均風速の標準偏差σ×2」を加えた値を採用する。（2σを加えることで正規分布

の 95.45%値となる） 

 

② 最大風速 

最大風速は、日最大風速を整理し、この日最大風速の 10 年分の平均値に対して

「日最大風速の標準偏差σ×2」を加えた値を採用した。 

 

③ 風向 

風向は、日最多風向を整理し、この日最多風向の 10 年分のデータのうち、最も

多い風向を採用した。 

  

3)季別風速の設定 

統計処理した結果は次のとおりとなった。 

表Ⅳ.3.1-4  広島気象台 平均風速（m/s） 

  平均 標準偏差 平均+2σ 

春（3～5月） 3.275 0.958 5.192 

夏（6～8月） 2.939 0.835 4.610 

秋（9～11 月） 3.556 0.971 5.498 

冬（12～2月） 3.217 0.776 4.769 

表Ⅳ.3.1-5  広島気象台 最大風速（m/s） 

  平均 標準偏差 平均+2σ 

春（3～5月） 7.055 1.912 10.880 

夏（6～8月） 6.252 1.510 9.271 

秋（9～11 月） 7.068 1.847 10.762 

冬（12～2月） 7.284 1.848 10.980 

表Ⅳ.3.1-6  広島気象台 最多風向 

  最多風向 

春（3～5月） 北北東 

夏（6～8月） 北北東 

秋（9～11 月） 北北東 

冬（12～2月） 北北東 
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4)想定シーン別の設定 

採用した風向・風速を想定シーン別に整理した。 

 

表Ⅳ.3.1-7 想定シーン別採用値 

想定シーン 平均風速 最大風速 風向 

冬・深夜 5m/s  11m/s 北北東 

冬・18 時 5m/s 11m/s 北北東 

夏・12 時 5m/s 9m/s 北北東 
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 イ 地震火災による建物被害の算定手法 

地震火災による建物被害は、出火件数と消防力の運用等を用いて焼失棟数を算定

する手法により、焼失棟数を算定した。 

また、被害想定は、季節・時刻、風速によって結果が異なることから、各条件で

被害想定を行った。 

 

図Ⅳ.3.1-12 地震火災による焼失棟数の算定フロー 

 

① 揺れによる建物被害を算定した 250m メッシュごとの建物棟数及び全壊率を整

理した。 

④残出火件数 

④消防力の運用 

③初期消火率 

①揺れによる建物全壊率 

⑤焼失棟数 

⑤延焼出火点 

（残火災件数をランダムで設定） 

⑤延焼シミュレーション 

（6時間） 

②出火件数の算定 

a.建物倒壊しない場合の火気器具・電熱器具からの出火件数 

b.建物倒壊した場合の火気器具・電熱器具からの出火件数 

c.電気機器・配線からの出火件数 

③炎上出火件数 
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② 内閣府（2025a）1による震度別用途別出火率（季節時間別）に基づき、出火件

数を算定した。 

・出火要因の内、最も影響の大きい火気器具、電熱器具からの出火を対象 

・出火要因別に次の aから cに示す手法で出火件数を算定 

 

a.建物倒壊しない場合の火気器具・電熱器具からの出火 

・建物倒壊しない場合の出火は、震度別用途別出火率（季節時間別）を設定し

た。 

・算定式は次のとおりとした。 

 

全出火件数＝震度別用途別出火率×用途別建物棟数 

 

表Ⅳ.3.1-8 震度別用途別出火率（季節時間帯別）1 

 

※診療所は病院と同じ出火率とした。 

 

b.建物倒壊した場合の火気器具・電熱器具からの出火 

内閣府（2025a）1を参考に次のように設定した。 

 

・阪神・淡路大震災時の事例から、冬における倒壊建物 1 棟当たり出火率を

0.0449%とし、さらに時刻別に補正した。 

・暖房器具類を使わない夏の場合には、倒壊建物 1棟当たり出火率を 0.0286%

とした。 

・時刻補正係数は 1.0（深夜）、2.2（12時）、3.4（18 時）とした。 

季節・時刻 用途 震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７

飲食店 0.0001% 0.0004% 0.0025% 0.0099% 0.0402%

物販店 0.0001% 0.0002% 0.0009% 0.0042% 0.0454%

病院 0.0005% 0.0007% 0.0025% 0.0112% 0.1368%

事務所等その他事業所 0.0000% 0.0000% 0.0006% 0.0026% 0.0127%

住宅 0.0001% 0.0005% 0.0016% 0.0053% 0.0225%

飲食店 0.0017% 0.0042% 0.0199% 0.0681% 0.2222%

物販店 0.0003% 0.0008% 0.0037% 0.0151% 0.0951%

病院 0.0010% 0.0015% 0.0050% 0.0231% 0.2880%

事務所等その他事業所 0.0003% 0.0011% 0.0052% 0.0196% 0.1071%

住宅 0.0001% 0.0002% 0.0007% 0.0025% 0.0166%

飲食店 0.0027% 0.0088% 0.0366% 0.1153% 0.3862%

物販店 0.0005% 0.0017% 0.0055% 0.0176% 0.1082%

病院 0.0031% 0.0131% 0.0284% 0.0717% 0.9761%

事務所等その他事業所 0.0006% 0.0027% 0.0074% 0.0194% 0.1144%

住宅 0.0007% 0.0025% 0.0076% 0.0230% 0.0765%

冬５時

夏12時

冬18時



 

IV-101 

建物倒壊した場合の全出火件数＝ 

建物倒壊棟数×季節時間帯別の倒壊建物１棟当たり出火率 

 

季節時間帯別の倒壊建物１棟当たり出火率： 

0.0449%（冬深夜）、0.0629%（夏 12 時）、0.153%（冬 18 時） 

 

c.電気機器・配線からの出火 

・電気機器・配線からの出火は内閣府（2025a）1を参考に建物全壊の影響を強

く受けると考え、全壊棟数との関係により設定した。 

 

電気機器からの出火件数＝0.044%×全壊棟数 

配線からの出火件数＝0.030%×全壊棟数 

 

③ 内閣府（2025a）1による初期消火成功率から、炎上出火件数を算定した。 

住宅の初期消火成功率は、内閣府（2025a）1では令和 3 年「東京消防庁出火危

険度測定（第 10 回）」を元に表Ⅳ.3.1-9 のように設定しており、この値を採用

した。 

 

表Ⅳ.3.1-9 震度別初期消火成功率 1 

 
 

炎上出火件数=（1-初期消火成功率）×（全出火件数） 

 

④ 消防力を評価し、残出火件数を算定した。 

・ 残出火件数の算定は、内閣府（2025a）1を参考として算定した。 

・ 各消防本部・組合について求めた消火可能件数（発災直後；１時間後）と、

想定される炎上出火件数を比較し、消火されなかった火災が延焼拡大すると

考え、残火災件数（延焼拡大件数）を求めることとする。 

 

消火可能件数（発災直後） 

＝0.3×（消防ポンプ自動車数/2）＋小型動力ポンプ数/4） 

   ×｛1－（1－61,544/市街地面積（㎡））水利数｝ 

残出火件数＝炎上出火件数－消火可能件数 

冬・深夜、冬・夕 夏・昼

６弱以下 58% 55%

６強 26% 26%

7 13% 13%

初期消火成功率
震度
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・ 上式は、阪神・淡路大震災（平均風速約 3m/s）のデータに基づき、消防運用

による消火可能件数をポンプ車数や消防水利数を用いて表現したものであ

り、風速が大きくなれば発災直後に消防によって消火できる割合が低下する

ことが考えられる。ここでは、上式における係数 0.3 は、風速 8m/s では 0.2

とする。 

 

⑤ 建物 1棟単位のデータを用いた延焼シミュレーションにより、焼失棟数を算

定した。 

・ 延焼の単位は建物 1棟単位とし、出火点は残出火件数に従い、市域の木造建

物に対しランダムで設定した。 

・ 風向・風速は延焼シミュレーション時間内（6時間）で一定の条件とした。 

・ 建物間の燃え移りは、下図に示すように、建物の中心（ポリゴンの幾何重心）

を結ぶ直線に沿って、出火建物の重心から外壁、隣接建物の外壁、隣接建物

の重心へと燃え進み、さらに同様に次の隣接建物に燃え進んで行く。ある建

物から隣接建物に延焼するまでの時間 tは、次の式のとおりである。 

※シミュレーションは 1 回の計算では、延焼火点の位置に依存した結果になる

ため、延焼火点の位置を 10,000 回全体にランダムに割り振り、それぞれの延焼

シミュレーションを行い、平均的な焼失棟数期待値を求めた。 

 

 

   図Ⅳ.3.1-13 延焼経路のイメージ 
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（７） 津波火災の発生件数 

津波火災の発生件数は、内閣府（2025a）1を参考に、東日本大震災で発生した津波

火災の実績に基づいて算定した。 

 

 

 

（８） 屋外転倒、落下物の発生 

 ア ブロック塀等・自動販売機の転倒数 

建物当たりのブロック塀等の存在割合からブロック塀、石塀等の分布数を求める

とともに、宮城県沖地震における地震動の強さと被害率との関係式を用いてブロッ

ク塀等及び自動販売機の転倒発生件数を算定した。 

 

1)ブロック塀等の転倒数 

 

図Ⅳ.3.1-14 ブロック塀等の転倒発生件数の算定フロー1 

 

③被害率（種別） 

建物棟数分布データ（市町別） 

 
ブロック塀箇所数 石塀箇所数 コンクリート塀箇所数 

ブロック塀転倒 

発生件数 

石塀転倒 

発生件数 

コンクリート塀転倒 

発生件数 

②倒壊対象となる塀の割合 

①塀件数比率 

地表最大加速度（市町別） 
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① ブロック塀の分布については、本県の統計がないため、内閣府（2025a）1に示さ

れる木造住宅棟数との関係を用いて推定した。 

 

表Ⅳ.3.1-10 塀件数比率 1 

ブロック塀 石塀 コンクリート塀 

0.16×（木造住宅棟数） 0.027×（木造住宅棟数） 0.016×（木造住宅棟数） 

 

② 倒壊対象となる塀の割合は、東京都（1997）32の手法により算定した。 

・東京都（1997）32では、塀の種類別に危険度調査が行われ、外見調査の結果か

ら特に改善が必要ない塀の比率が設定されている。 

・東京都（1997）32に基づき、このうちの半分は改訂耐震基準を十分満たしてお

り、倒壊の危険性はないものとした。 

 

表Ⅳ.3.1-11 倒壊対象となる塀の割合 32 

塀の種類 外見調査の結果から特に改善

が必要ない塀の比率（A） 

倒壊対象となる割合 

（1－0.5A） 

ブロック塀 0.500 0.750 

石塀 0.362 0.819 

コンクリート塀 0.576 0.712 

 

③ 被害率 

・東京都（1997）32に示される宮城県沖地震時の地震動の強さ（加速度）とブロ

ック塀等の被害率との関係実態に基づき、設定した。 

 

ブロック塀被害率（%）＝－12.6 + 0.07×（地表最大加速度）（gal） 

石塀被害率（%）＝－26.6 + 0.168×（地表最大加速度）（gal） 

コンクリート塀被害率（%）＝－12.6 + 0.07×（地表最大加速度）（gal） 

 

・ここで、「地表最大加速度」は、メッシュ別地表最大加速度の市町別人口重
み付平均値を用いた。 
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2)自動販売機の転倒数 

 

図Ⅳ.3.1-15 自動販売機の転倒数算定フロー1 

 

① 自動販売機台数(市町別)の算定 

・市町別の自動販売機台数は、次の式により算定した。 

全国の自動販売機台数は、3,969,500 台である。（令和 4 年末時点、日本自動

販売機工業会調べ） 

 

（市町別の自動販売機台数） 

＝（全国自動販売機台数）×｛（市町夜間人口）＋（市町昼間人口）｝ 

 ÷｛（全国夜間人口）＋（全国昼間人口）｝ 

 

② 転倒対象となる自動販売機の割合の設定 

・転倒対象となる自動販売機の割合は、屋外設置比率（約 6割※1）と転倒防止

措置未対応率（約１割※2）から設定した。 

 

※1 清涼飲料水メーカーへのヒアリング結果 
※2 自動販売機転倒防止対策の進捗状況を踏まえて設定 

  

自動販売機台数（全国） 

①自動販売機台数（市町別） 

市町別昼夜間人口（対全国） 

②転倒対象となる割合 

③被害率 

自動販売機転倒発生件数 

（震度 6弱以上エリア） 

震度分布 

（建物・人口が配分される地域内で

の震度 6 弱以上のメッシュ数割合） 
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③ 被害率 

・被害率は、阪神・淡路大震災時の（概ね震度 6弱以上の地域における）被害

実態から、次の式により、設定した。 

 

25,880 台/124,100 台＝約 20.9% 

（神戸市、西宮市、尼崎市、宝塚市、芦屋市、淡路島の全市町：全数調査） 

 

 イ 屋外落下物の発生 

全壊する建物及び震度 6 弱以上の地域における 3 階建て以上の非木造建物の内落

下危険物を有する建物から、落下物の発生が想定される建物棟数を算定した。 

 

 
図Ⅳ.3.1-16 屋外落下物が生じる建物棟数の算定フロー1 

  

②建物未改修率 

①落下危険性のある屋外落下

物を保有する建物棟数比率 

3 階以上比率 

③落下率 

揺れによる全壊棟数 

（市町別） 

揺れにより全壊しない非木造

建物棟数（市町別） 

屋外落下物が想定される建物棟数 

（震度 6弱以上のエリア内） 

屋外落下物が生じる建物棟数 

震度分布 
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1)落下危険性のある屋外落下物を保有する建物棟数比率 

落下危険性のある屋外落下物を保有する建物棟数比率は、東京都（1997）32の調

査結果をもとに、対象となる建物の築年別に設定した。 

 

表Ⅳ.3.1-12 落下危険性のある屋外落下物を保有する建物棟数比率 32 

建築年代 
飛散物 

（窓ガラス、壁面等） 

非飛散物 

（吊り看板等） 

     ～1970 年 30% 17% 

 1971 年～1980 年 6% 8% 

 1981 年～ 0% 3% 

 

2)建物未改修率 

建物改修（落下対策実施）率は、東京都（1997）32の平均改修率 87%を用い、13%

を未改修率として設定した。 

未改修の建物において、屋外落下物が発生するものとした。 

 

3)落下率 

落下物の発生が想定される建物の内落下が生じる建物の割合（落下率）には、東

京都（1997）32で設定したブロック塀の被害率と同じ式を用いた。 

 

（落下率）（%）＝－12.6 ＋ 0.07×（地表最大加速度）（gal） 

 

（９） 時間差の地震による被害の考慮 

南海トラフ巨大地震被害想定における検討では、時間差の地震による被害の考慮

として以下の通り評価している。 

 １回目の地震によって半壊となった建物に対しては、２回目の地震の揺れに

おける全壊率は同じ被害関数でも推定される計測震度より 0.5 高い場合の値

を適用する。 

 １回目の地震によって半壊未満となった建物に対しては、２回目の地震の揺

れにおける全壊率は推定される計測震度の全壊率の値をそのまま適用する。 

 

時間差の地震によって、被害想定結果以上の被害が発生する可能性があることに

留意が必要である。 
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２ 人的被害 

地震動、津波及び間接的に発生する土砂災害や火災等に起因する人的被害を想定した。 

人的被害の想定にあたっては、その直接的な要因となる建物倒壊、土砂災害、津波、火

災、屋内収容物移動・転倒や屋内落下物及び屋外落下物について、要因別に死者数及び

負傷者数等を算定した。 

また、建物倒壊や津波による要救助者数、要捜索者数も算定した。 

 

（１） 人口の現況 

表Ⅳ.3.2-1 人口の現況 

市町 
昼間人口 

（人） 

夜間人口 

（人） 

昼夜間 

人口比率（％） 

広島市 1,212,407 1,200,304 101.0  

呉市 212,568 214,594 99.1  

竹原市 23,608 23,993 98.4  

三原市 90,797 90,574 100.2  

尾道市 132,691 131,170 101.2  

福山市 459,547 460,952 99.7  

府中市 39,377 37,655 104.6  

三次市 51,432 50,682 101.5  

庄原市 34,231 33,634 101.8  

大竹市 27,688 26,329 105.2  

東広島市 195,755 196,610 99.6  

廿日市市 104,103 114,298 91.1  

安芸高田市 27,717 26,449 104.8  

江田島市 21,158 21,930 96.5  

府中町 53,037 51,271 103.4  

海田町 29,444 29,866 98.6  

熊野町 18,143 22,834 79.5  

坂町 14,338 12,580 114.0  

安芸太田町 5,994 5,740 104.4  

北広島町 19,733 17,763 111.1  

大崎上島町 7,817 7,158 109.2  

世羅町 14,585 15,125 96.4  

神石高原町 8,113 8,250 98.3  

合計 2,804,281 2,799,763 100.2  
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（２） 人口データの設定 

人的被害は、被害の様相が異なる特徴的な深夜、昼 12 時、夕方 18 時の 3ケースで

被害想定を行った。 

人的被害想定に使用する 3ケースの人口データは、令和 2 年国勢調査による地域メ

ッシュ統計データの夜間人口及び昼間人口を基本とし、時刻別人口は次のように設定

した。なお、住家・非住家・屋外人口は令和 3年社会生活基本調査の割合に応じて分

配した。 

 

表Ⅳ.3.2-2 時刻別住宅滞留人口及びその他施設滞留人口の算定手法 33 

時刻 住宅滞留人口及びその他施設滞留人口 

深夜 ・全人口[人]＝夜間人口[人] 

昼 12 時 ・全人口[人]＝昼間人口[人] 

夕 18 時 ・全人口[人]＝昼間人口－［｛（昼間人口－夜間人口）/5｝×2.0］ 

 

① 市町別の住家・非住家・屋外の人口の算定 

令和 3年社会生活基本調査の石川県における「行動の種類」ごとに、住家・非住

家・屋外（・仕事）の区分を設定し、全ての「行動の種類」を包括し、住家・非住

家・屋外別の行動者率を求める。この時、休日は土曜日と日曜日の平均行動者率を

算定、使用する。 

なお、「仕事」については、有業者がオフィスだけでなく自宅や屋外で従業する

場合も考慮し、令和 2年度国勢調査における産業別就業者数を基に、住家・非住家・

屋外に振り分ける。 

国勢調査夜間人口の人口分布比率を設定するため、平日・休日を統合した年間平

均の比率を設定する。 

② 建物別住家・非住家人口の設定 

①にて算定した住家・非住家人口を、各市町内の住家・非住家建物ポリゴンに延

床面積に基づいて分配する。 

③ 屋外人口の設定 

算定した屋外人口を、各メッシュに分配する。 

深夜の屋外人口は、令和 2年国勢調査の夜間人口分布に基づいて各メッシュに分

配する。 

昼 12 時の屋外人口は、平成 27 年国勢調査・平成 26 年経済センサスのリンク統

計データにおける昼間人口分布に基づいて各メッシュに分配する。 

夕 18 時の屋外人口は、各メッシュの深夜・昼 12 時の屋外人口に基づいて、表

Ⅳ.3.2-2 の通り算出する。 
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（３） 建物倒壊による人的被害 

建物倒壊による人的被害は、内閣府（2025a）1の手法に基づき、揺れによる建物被

害と人口データから死者数、負傷者数、重傷者数、軽傷者数※1を算定した。 

※1 軽傷者数＝負傷者数－重傷者数 

 

 ア 建物倒壊による死者数 

300 人以上の死者が発生した近年の 5地震（鳥取地震、東南海地震、南海地震、福

井地震、阪神・淡路大震災）の被害事例から算定した全壊棟数と死者数との関係を

基に算定した。 

 

 

図Ⅳ.3.2-1 死者数の算定フロー1 

  

（標準式による）死者数 

木造建物内滞留率 非木造建物内滞留率 

非木造建物内死者数 木造建物内死者数 

×tw ×tn 

（標準式による）死者数 

木造建物全壊棟数 非木造建物全壊棟数 
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算定に用いた式は、次のとおりである。 

 

（死者数）＝（木造建物内死者数）＋（非木造建物内死者数） 

（木造建物内死者数）＝ 

tw×（市町村別の揺れによる木造全壊棟数）×（木造建物内滞留率） 

（非木造建物内死者数）＝ 

tn×（市町村別の揺れによる非木造全壊棟数）×（非木造建物内滞留率） 

 

（木造建物内滞留率）＝ 

（発生時刻の木造建物内滞留人口）÷（深夜の木造建物内滞留人口） 

（非木造建物内滞留率）＝ 

（発生時刻の非木造建物内滞留人口）÷（深夜の非木造建物内滞留人口） 

 

    tw＝0.0676 

tn＝0.00840×（Pw0/Bn÷Bw/Pw0） 

tw：木造建物の倒壊による標準式の死者率 

tn：非木造建物の倒壊による標準式の死者率 

Pw0：夜間人口（木造） Pn0：夜間人口（非木造） 

Bw：建物棟数（木造）  Bn：建物棟数（非木造） 

 

 イ 建物倒壊による負傷者数 

建物倒壊による負傷者数は、近年の鳥取県西部地震、新潟県中越地震、新潟県中

越沖地震、能登半島地震、岩手・宮城内陸地震の主な被災市町村、東北地方太平洋沖

地震の内陸被災市町村の建物被害数（全壊棟数、全半壊棟数）と負傷者数・重傷者数

との関係を基に算定した。 
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図Ⅳ.3.2-2 建物倒壊による負傷者数（重傷者数と軽傷者数）の算定フロー1 

 

算定に用いた式は、次のとおりである。 

 

（木造建物における負傷者数）＝ 

0.177※1×（揺れによる木造全半壊棟数）×αw×βw 

（非木造建物における負傷者数）＝ 

0.177※1×（揺れによる非木造全半壊棟数）×αn×βn 

※1 建物倒壊による標準式の負傷者率 

 

αw（木造建物内滞留率） 

＝（発生時刻の木造建物内滞留人口）÷（深夜の木造建物内滞留人口） 

αn（非木造建物内滞留率） 

＝（発生時刻の非木造建物内滞留人口）÷（深夜の非木造建物内滞留人口） 

 

βw（建物 1棟当たり滞留人口の全建物に対する木造建物の比率（時間帯別） 

＝（発生時刻の木造建物 1棟当たりの滞留人口） 

/（発生時刻の全建物 1棟当たりの滞留人口） 

βn（建物 1 棟当たり滞留人口の全建物に対する非木造建物の比率（時間帯別）） 

＝（発生時刻の非木造建物 1棟当たりの滞留人口） 

/（発生時刻の全建物 1棟当たりの滞留人口） 

×0.177 

木造建物内滞留率αw 

建物 1 棟当たりの滞留

人口の全建物に対する

木造建物の比率βw 

木造建物内負傷者数 

×0.177 

建物1棟当たりの滞留人

口の全建物に対する非

木造建物の比率βn 

非木造建物内負傷者数 

（標準式による）負傷者数 （標準式による）負傷者数 

木造建物全半壊棟数 非木造建物全半壊棟数 

非木造建物内滞留率αn 
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 ウ 建物倒壊による重傷者数 

重傷者数は、負傷者数の算定方法に順じ、重傷者率を適用して算定した。 

 

図Ⅳ.3.2-3 建物倒壊による重傷者数の算定フロー1 

 

算定に用いた式は、次のとおりである。 

 

（木造建物における重傷者数） 

＝0.100※2×（揺れによる木造全壊棟数）×αw×βw 

（非木造建物における重傷者数） 

＝0.100※2×（揺れによる非木造全壊棟数）×αn×βn 

※2 建物倒壊による標準式の重傷者率 

 

αw（木造建物内滞留率） 

＝（発生時刻の木造建物内滞留人口）÷（深夜の木造建物内滞留人口） 

αn（非木造建物内滞留率） 

＝（発生時刻の非木造建物内滞留人口）÷（深夜の非木造建物内滞留人口） 

βw（建物 1棟当たり滞留人口の全建物に対する木造建物の比率（時間帯別）） 

＝（発生時刻の木造建物 1棟当たりの滞留人口） 

/（発生時刻の全建物 1棟当たりの滞留人口） 

βn（建物 1棟当たり滞留人口の全建物に対する非木造建物の比率（時間帯別）） 

＝（発生時刻の非木造建物 1棟当たりの滞留人口） 

/（発生時刻の全建物 1棟当たりの滞留人口） 

×0.1 

木造建物内滞留率αw 

建物 1 棟当たりの滞留

人口の全建物に対する

木造建物の比率βw 

×0.1 

非木造建物内滞留率αn 

建物1棟当たりの滞留人

口の全建物に対する非

木造建物の比率βn 

（標準式による）重傷者数 （標準式による）重傷者数 

木造建物全半壊棟数 非木造建物全半壊棟数 

木造建物内重傷者数 非木造建物内重傷者数 
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（４） 土砂災害による人的被害 

土砂災害による人的被害は、土砂災害による建物被害と人口データから死者数、重

傷者数、軽傷者数を算定した。 

なお、本調査では、土砂災害警戒区域（急傾斜地、地滑り）を対象とした。 

山腹崩壊危険地区は、土砂災害警戒区域と重複していることから、対象から除外し

た。 

 

土砂災害に伴う人的被害は、東京都防災会議（1991）34の手法に従い、1967 年から

1981 年までの崖崩れの被害実態から求められた、被害棟数と死者数・負傷者数との関

係式により算定した。 

なお、内閣府（2025a）1に基づき、負傷者数は死者数の 1.25 倍、重傷者数は負傷

者数の 1/2 倍とした。 

 

（土砂災害による死者数） 

＝0.098×（土砂災害による大破棟数）×0.7×（木造・非木造建物内滞留人口

比率） 

（土砂災害による負傷者数）＝1.25×土砂災害による死者数 

（土砂災害による重傷者数）＝（土砂災害による負傷者数）/2 

（土砂災害による軽傷者数）＝ 

（土砂災害による負傷者数）－（土砂災害による重傷者数） 

 

木造・非木造建物内滞留人口比率は、内閣府（2025a）1に基づいて次の式のとおり

とし、木造・非木造建物内滞留人口の 24 時間平均は、深夜と昼 12 時の平均値とした。 

 

（木造建物内滞留人口比率） 

 ＝（発生時刻の木造建物内滞留人口）÷（木造建物内滞留人口の 24 時間平均） 

（非木造建物内滞留人口比率） 

＝（発生時刻の非木造建物内滞留人口）÷（非木造建物内滞留人口の 24 時間

平均） 
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（５） 津波による人的被害 

津波による人的被害は、内閣府（2012）25の手法に基づき、津波に対する避難意識

が高い地域と低い地域を考慮した浸水エリア内における滞留人口との関係から求め

る手法により死者数、負傷者数（重傷者数、軽傷者数）を算定した。 

 

 
図Ⅳ.3.2-4 津波による死者数、負傷者数（重傷者数、軽傷者数）算定フロー25 

 

 

 

避難完了 

③浸水深別死者率 

最大浸水深 

④高層階滞留者の考慮 

⑤津波避難ビルの考慮 

生還 

②避難未完了率 

津波影響人口 

①避難行動の違い 

（避難の有無、避難開始時期） 

死者数 

 滞留人口 

⑥年齢構成の考慮 

（市町別） 

負傷者数（重傷者数＋軽傷者数） 

避難未完了 

津波に巻き込まれる 

 海水浴客 
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 ア 人的被害の算定方法 

津波浸水域において津波が到達する時間（浸水深 30cm 以上）までに避難が完了で

きなかった者を津波に巻き込まれたものとし、そこでの浸水深をもとに死亡か負傷

かを判定した。 

避難行動の想定にあたっては、①避難行動（避難の有無、避難開始時期）、②津波

到達時間までの避難完了可否、③津波に巻き込まれた場合の死者発生率を考慮した。 

なお、揺れによる建物倒壊に伴う自力脱出困難者は津波からの避難ができないも

のとした。 

 

 イ 避難行動の違い（避難の有無、避難開始時期） 

津波に対する避難行動の違いは、地域住民の意識によって変化する。 

本調査の想定では、内閣府（2025a）1が示した東日本大震災や日本海中部地震等の

過去の災害事例を参考とした 4 つの避難パターンの内、本県の過去の津波災害事例

の少なさなどを考慮し、早期避難者率が低い場合（地震発生後すぐに避難する者の

割合を 20%、避難するが、すぐには避難しない者の割合を 50%、切迫避難※あるいは

避難しない者の割合 30%）と設定し、被害想定を行った。 

なお、避難パターンのうち「（参考）アンケート結果の避難開始率の場合（平均）」

については、設定対象から除外した。 

 

※ 切迫避難：揺れがおさまった後、すぐには避難せず、なんらかの行動をしている最中に津波が迫

って来てからとる避難行動 

 

  



 

IV-117 

表Ⅳ.3.2-3 避難の有無、避難開始時期の設定 1 

 避難行動別の比率 

避難する 

切迫避難あるいは

避難しない 
すぐに避難する

（直行避難） 

避難するがすぐ

には避難しない

（用事後避難） 

①全員が発生後すぐに避難を開

始した場合（避難開始迅速化） 
100% 0% 0% 

②早期避難者比率が高く、さら

に津波情報の伝達や避難の呼び

かけが効果的に行われた場合 

（早期避難率高＋呼びかけ） 

70% 

（※1） 

30% 

（※2） 

0% 

（※3） 

③早期避難者比率が低い場合 

（早期避難率低） 

20% 

（※4） 

50% 

（※2） 

30% 

（※5） 

 

※1 すぐに避難した人の割合が最も高い市で約 67%であった。また、従来の被害想定では北海道南西沖地

震の事例から意識の高いケースとして 70%としている。これらを踏まえて、従来想定どおりの 70%と

設定 

※2 全体から「すぐに避難する」＋「切迫避難あるいは避難しない」の割合を引いた数値として設定 

※3 津波情報や避難の呼びかけを見聞きしている中でそれをもって避難のきっかけとなった場合、切迫

避難の割合が一番低い市で 0%である。また、従来の被害想定では意識が高い場合に 2%としている。

これらを踏まえ 0%と設定。 

※4 すぐに避難した人の割合が最も低い市で約 35%であった。また、従来の被害想定では日本海中部地震

の事例から意識の低いケースとして 20%としている。この市は避難意識の高い地域と考えられるが、

それでも予想を超えて津波浸水の被害を受けた地区が多いこと等もあり、早期避難率は低い。他の

地域は相対的により意識の低い地域が多いと考えられることから、以上を踏まえて、従来想定どお

りの 20%と設定 

※5 切迫避難（死者含む）の割合が高い市で約 25%～27%であった。また、従来の被害想定では意識が低

い場合に 32%としている。これらを踏まえて 30%と設定 

 

 ウ 避難未完了率 

発災時の所在地から安全な場所まで避難完了できない人の割合（避難未完了率）

については次の考え方で算定した。 

 

【避難判定方法（図Ⅳ.3.2-5 参照）】 

1）要避難メッシュの特定 

最大津波浸水深が 30cm 以上となる要避難メッシュを特定する。 

2）避難先メッシュの設定 

各要避難メッシュ（避難元メッシュ）から最短距離にあり、かつ避難元メッシ

ュよりも津波浸水深 1cm 到達時間が長い津波浸水深 30cm 未満の避難先メッシュ

を特定する。 
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3）避難距離の算定 

メッシュ中心間の直線距離の 1.5 倍を避難距離とする（東日本大震災の実績）。 

4）避難完了所要時間の算定 

各要避難メッシュについて、避難距離を避難速度で除して避難完了所要時間を

算定する。なお、避難開始時間は、昼間発災時は、直接避難者で発災 5 分後、用

事後避難者で 15分後とし、切迫避難者は当該メッシュに津波が到達してから避難

するものとする。 

避難速度は、東日本大震災後の調査・研究成果を確認し、平野部と傾斜部、健

常者と避難行動要支援者および同行者に違いがみられたことからそれぞれの歩行

速度を設定する。 

避難速度の考慮にあたっては、液状化による避難路の通行障害が懸念される。

実災害時の避難においては、噴砂や地盤沈下など避難の妨げとなる状況が発生し

うることに留意が必要である。 

なお、東北地方太平洋沖地震は昼間の発生であったが、夜間発生の場合にはよ

り避難が遅れることが想定されるため、夜間の場合には、避難開始は昼間に比べ

てさらに 5 分準備に時間がかかると仮定するとともに、避難速度も昼間の 80%に

低下するものとした。 

 

表Ⅳ.3.2-4 避難速度の設定 35 

単位：時速 km/h（括弧内は秒速 m/s） 

 健常者 
避難行動 

要支援者同行 
全体 

平野部※1 2.72（0.76） 1.89（0.53） 2.51（0.70） 

傾斜部※1 1.73（0.48） 1.20（0.33） 1.59（0.44） 

※1 平野部＝勾配 5%未満、傾斜部＝勾配 5%以上とする。 

※2 健常者の避難速度と避難行動要支援者同行の避難速度は、東日本大震災の実績から 8.2 の人数割合

であったとして全体平均より設定した。 

 

5）避難成否の判定 

各要避難メッシュについて、避難先メッシュの隣接メッシュにおける浸水深

30cm 到達時間と避難先メッシュまでの避難完了所要時間を比較し、避難行動者別

に避難成否を判定する。 
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図Ⅳ.3.2-5 避難元メッシュ及び避難先メッシュ、隣接メッシュのイメージ 1 

 

 エ 浸水深別死者率 

津波に巻き込まれた際の死者率については、図Ⅳ.3.2-6（右図）の死者率を適用

した。 

なお、生存した人も全員が負傷するものと仮定し、負傷者における重傷者と軽傷

者の割合については、北海道南西沖地震における奥尻町の人的被害の事例を参考に

し、重傷者数：軽傷者数＝34：66 とした。 

 

 

図Ⅳ.3.2-6 津波に巻き込まれた場合の死者率 

左図：越村ら（2009）36より引用 

右図：内閣府（2012）25が設定した浸水深別の死者率関数 

 

2004 年スマトラ島沖地震津波におけるバンダ・アチェでは多くの人々が地震に伴う津波の
理解がなく、津波が見えてから避難を始めていることから、津波に対する避難意識の低い中で
の死者率であると言え、逃げたが避難しきれなかったり、切迫避難あるいは避難しなかった状
況に近いと推察できる。内閣府（2012）25 では、越村ら（2009）36 によるバンダ・アチェでの
浸水深別死者率（左図）を参考に、右図のような津波に巻き込まれた場合の浸水深別死者率関
数を検討している。これは浸水深 30cm 以上で死者が発生し始め、浸水深 1m では津波に巻き込
まれた人のすべてが死亡すると仮定した関数である。 

 

避難先メッシュ 

隣接メッシュ 

避難元メッシュ 

要避難メッシュ 
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 オ 高層階滞留者の考慮 

津波の最大浸水深に応じてそれよりも高い高層階の滞留者は避難せずにとどまる

ことができる場合を考慮し、最大浸水深別の避難対象者を次のように設定した。 

 

表Ⅳ.3.2-5 最大浸水深別避難対象者 1 

最大浸水深 避難対象者 

30cm 以上 6m 未満 1、2階滞留者が避難 

6m 以上 15m 未満 1～5階滞留者が避難 

15m 以上 30m 未満 1～10 階滞留者が避難 

30m 以上の場合 全員避難 

 

 カ 津波避難ビルの考慮 

浸水域内に津波避難ビルが整備されているところでは、浸水域内にいる人は津波

避難ビルに逃げ込むことで助かることができるため、津波避難ビルによる人的被害

軽減効果を考慮したケースも検討した。 

津波避難ビルの効果は、次のとおりとした。 

 

1) 津波避難ビルの指定状況及び 1棟当たり収容人数は、広島県内の各市町が保有

するデータを用いた。 

2) 浸水域内の津波避難ビルにおける収容可能人数を把握した。このとき浸水域内

の津波避難ビルへの避難可能な人の最大値は、津波避難ビルの避難場所の収容

可能人数（A）とした。 

3) 津波到達時間が短い場合には、避難ビル最大収容人数も逃げ込めない可能性が

あり、その場合の収容可能人数は次のように求めた。 

 

収容可能人数＝｛π×（避難距離 m）2｝×0.5×周辺人口密度（人/m2）…(B) 

ここで、避難距離(m)＝｛44.2（m/分）×避難時間（分）｝÷1.5 

 

4) (A）と（B）を比較して少ない方を最終的な津波避難ビルへの収容可能人数とし

た。津波避難ビル考慮前の津波による人的被害数に対して、津波避難ビルへの

収容可能人数分だけ人的被害が軽減されるものとした。 
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 キ 年齢構成を考慮した算定 

津波による死傷者は、東日本大震災の実態を踏まえ、年齢構成別に死傷者数を補

正するものとした。年齢構成は、平成 27 年国勢調査を用いて次の式により設定し

た。 

 

市区町別の人的被害補正係数 

 ＝Σ（年齢区分別比率×年齢区分別重み係数） 

＝15 歳未満人口比率×0.34＋（15 歳～64 歳人口比率）×0.62 

＋（65 歳～74 歳人口比率）×1.79＋75 歳以上人口比率×2.81 

 

 ク 海水浴客の考慮 

津波浸水域内の海水浴場は、夏季の海水浴客数を見込むこととする。海水浴客

数は、令和 6年広島県目的別総観光客数の 7、8月の海水浴客数から 1日あたり海

水欲客数を採用し、津波浸水域内の滞留人口に加えた。 

 

（６） 地震火災による人的被害 

火災による人的被害は、内閣府（2025a）1に基づき、出火件数と屋内滞留人口比率

から想定する手法により、死者数、負傷者数、重傷者数、軽傷者数を算定した。 

なお、火災による人的被害は、3つの発生要因により想定した。 

 

表Ⅳ.3.2-6 火災による死者発生要因 1 

死者発生のシナリオ 備考 

1)炎上出火家屋内からの逃げ遅

れ 

出火直後：突然の出火により逃げ遅れた人（揺れによる

建物倒壊を伴わない） 

2)倒壊後に焼失した家屋内の救

出困難者（生き埋め等） 

出火直後：揺れによる建物被害で建物内に閉じ込めら

れた後に出火し、逃げられない人 

延焼中：揺れによる建物被害で家屋内に閉じ込められ

た後に延焼が及び、逃げられない人 

3)延焼拡大時の逃げまどい 延焼中：建物内には閉じ込められていないが、避難にと

どまっている間に延焼が拡大し、巻き込まれて

焼死する人 
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 ア 火災による死者数 

1)逃げ遅れによる死者数 

炎上出火家屋からの逃げ遅れによる死者数は、次の式により算定した。 

 

（死者数）＝0.055※1×出火件数×（屋内滞留人口比率） 

ここで、（屋内滞留人口比率） 

＝（発生時刻の屋内滞留人口）÷（屋内滞留人口の 24 時間平均） 

 

※1 係数 0.055：平成 30 年～令和 4 年の 5 年間の全国における 1 建物出火（放火を除く）当

たりの死者数 

 

2)家屋内の死者数 

家屋内の死者数は、次により算定した。 

 

（死者数）＝（全壊かつ焼失家屋内の救出困難な人）×（１－生存救出率（0.387）） 

ここで、 

（全壊かつ焼失家屋内の救出困難な人） 

＝（1－早期救出可能な割合（0.72））×（全壊かつ焼失家屋内の要救助者数） 

（全壊かつ焼失家屋内の要救助者数） 

＝（建物全壊による自力脱出困難者数）×（全壊かつ焼失の棟数/全壊建物

数） 

（建物全壊による自力脱出困難者数） 

＝0.117×（揺れによる建物全壊率）×（屋内滞留人口） 

 

3)延焼拡大時の逃げまどいによる死者数 

延焼拡大時の逃げまどいによる死者数は、諸井・武村（2004）37による関東大震

災と、大火のうち被害が大きかった函館大火を基にした焼失率と火災による死者率

の関係を適用して、次により算定した。 

 

（死者数）＝0.0197×（世帯焼失率）×（滞留人口） 
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図Ⅳ.3.2-7 火災による死者の増加傾向 1 

（注）炎上家屋内における死傷者及び延焼家屋内における死傷者数とのダブルカウントの除去を行うもの

とする。 

 

 イ 火災による負傷者数（重傷者数、軽傷者数） 

1)逃げ遅れによる負傷者数（重傷者数・軽傷者数） 

炎上出火家屋からの逃げ遅れによる負傷者数（重傷者数・軽傷者数）は次により

算定した。 

（出火直後の火災による重傷者数）＝0.073×出火件数×（屋内滞留人口比率） 

（出火直後の火災による軽傷者数）＝0.182×出火件数×（屋内滞留人口比率） 

ここで、（屋内滞留人口比率）＝（発生時刻の屋内滞留人口）÷（屋内滞留人口

の 24 時間平均※2） 

 

※2 滞留人口の 24 時間平均は、深夜と昼 12 時の平均値とする。 

 

2)延焼拡大時の逃げまどいによる負傷者数（重傷者数、軽傷者数） 

延焼拡大時の逃げまどいによる負傷者数（重傷者数・軽傷者数）は次の式により

算定した。 

（延焼火災による重傷者数）＝0.0053×焼失人口 

（延焼火災による軽傷者数）＝0.0136×焼失人口 

ここで、焼失人口＝（市町別焼失率）×（発生時刻の市町別滞留人口） 
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（７） 屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による人的被害 

屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による人的被害は、震度分布や人口データ、転

倒防止措置の実施状況に応じた被害率等から死者数、負傷者数、重傷者数、軽傷者数
※1を算定した。 

なお、屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による死傷者数は、揺れによる建物被害

に基づく人的被害の内数として取り扱った。 

※1 軽傷者数＝負傷者数－重傷者数 

 

屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による人的被害は、木造建物、非木造建物の震

度別死傷者率に対して補正係数を乗じて算定した。 

算定にあたっては、阪神・淡路大震災当時の阪神地区の事例を参考とした上で、当

時の阪神地区との転倒防止実施率の違いによる被害低減状況を補正した。 

さらに震度別死傷者率に対して屋内滞留の時間変化を考慮し、時間帯別補正係数

（深夜：1.0、12 時・18 時：0.82）を乗じて危険性の違いを補正した。 

なお、転倒防止措置ありの場合は、ない場合の転倒率の 0.23 倍とした（北浦ら（1996）
38）。 

 

家具転倒防止実施率の補正係数※2(阪神・淡路大震災当時の阪神地区と本県の比) 

※2 補正係数＝0.77 

 

表Ⅳ.3.2-7 家具転倒防止実施率 39 

阪神・淡路大震災時の阪神地区の転倒防止実施率 5% 

転倒防止実施率 40 35.9% 
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 ア 屋内収容物移動・転倒、屋内落下物による死者数 

屋内収容物の移動・転倒、屋内落下物による死者数の算定の流れ及び死者率を次

に示す。 

 

 

図Ⅳ.3.2-8 屋内転倒物による死者数の算定フロー1 

  

阪神地区との転倒防止 

実施率の差による補正 
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表Ⅳ.3.2-8(1) 屋内転倒物による死者率 1 

震度階級 
大破の場合 中破以下の場合 

木造建物 非木造建物 木造建物 非木造建物 

震度 7 0.314% 0.192% 0.00955% 0.000579% 

震度 6強 0.255% 0.156% 0.00689% 0.000471% 

震度 6弱 0.113% 0.0688% 0.00343% 0.000208% 

震度 5強 0.0235% 0% 0.000715% 0.0000433% 

震度 5弱 0.00264% 0% 0.0000803% 0.00000487% 

（ここで木造大破率＝木造全壊率×0.7、非木造大破率＝非木造全壊率） 

 

 

表Ⅳ.3.2-8(2) 屋内落下物による死者率 1 

震度階級 
大破の場合 中破以下の場合 

木造建物 非木造建物 木造建物 非木造建物 

震度 7 0.0776% 0.0476% 0.00270% 0.000164% 

震度 6強 0.0542% 0.0351% 0.00188% 0.000121% 

震度 6弱 0.0249% 0.0198% 0.000865% 0.0000682% 

震度 5強 0.0117% 0% 0.000407% 0.0000404% 

震度 5弱 0.00586% 0% 0.000204% 0.0000227% 

 

 

表Ⅳ.3.2-8(3) 屋内ガラスによる死者率 1 

震度階級 死者率 

震度 7 0.000299% 

震度 6強 0.000259% 

震度 6弱 0.000180% 

震度 5強 0.000101% 

震度 5弱 0.0000216% 

 




